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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年５月期から連結財務諸表を作成しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第15期は潜在株式が存在しないため、第16期はスト

ックオプションによる新株予約権がありますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。 

４ 第15期及び第16期の株価収益率は、当社株式が非上場であり、記載しておりません。 

５ 第15期以降の連結財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの

監査を受けております。 

６ 当社は、平成16年２月27日付で株式１株を10株に分割し、また、平成17年３月22日付で株式１株につき２株

の分割をし、さらに、平成18年３月１日付で１株につき３株の分割をしております。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) ― 6,136,776 5,676,062 5,439,528 5,546,779 

経常利益 (千円) ― 557,704 447,947 425,108 272,317 

当期純利益 (千円) ― 207,309 282,335 230,909 165,231 

純資産額 (千円) ― 1,924,425 2,183,240 3,073,155 3,277,281 

総資産額 (千円) ― 3,826,821 3,753,202 4,677,282 4,600,438 

１株当たり純資産額 (円) ― 307,508.01 174,459.25 73,696.78 77,007.42 

１株当たり 

当期純利益 
(円) ― 34,323.76 22,386.86 5,864.36 3,905.17 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

(円) ― ― ― 5,454.20 3,791.98 

自己資本比率 (％) ― 50.3 58.2 65.7 71.2 

自己資本利益率 (％) ― 13.2 13.7 8.8 5.2 

株価収益率 (倍) ― ― ― 48.1 26.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― 863,494 50,603 317,657 671,747 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― △445,479 △249,619 △718,356 △426,846 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― 431,390 △242,469 601,384 44,384 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) ― 1,609,904 1,168,423 1,369,126 1,658,513 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

― 

(―)

151 

(3)

169 

(6)

184 

(5)

191 

(7)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第15期までは潜在株式が存在しないため、第16期はスト

ックオプションによる新株予約権がありますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できま

せんので、記載しておりません。 

３ 第14期から第16期までの株価収益率は、当社株式が非上場であり、記載しておりません。 

４ 第15期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査

を受けておりますが、第14期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

５ 第14期「１株当たり配当額」の新株は、平成15年４月１日に株式会社ジーベックと株式交換を行った際に発

行された新株であります。 

６ 当社は、平成16年２月27日付で株式１株を10株に分割し、また、平成17年３月22日付で株式１株につき２株

の分割をし、さらに、平成18年３月１日付で１株につき３株の分割をしております。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

売上高 (千円) 3,015,066 5,661,503 5,468,276 4,914,735 5,384,433 

経常利益 (千円) 189,521 479,589 337,492 309,133 252,934 

当期純利益 (千円) 100,559 130,499 220,982 162,659 157,405 

資本金 (千円) 131,350 378,850 378,850 658,500 701,400 

発行済株式総数 (株) 515 6,250 12,500 41,700 42,558 

純資産額 (千円) 974,372 1,596,955 1,812,240 2,633,906 2,830,205 

総資産額 (千円) 3,362,911 3,162,372 2,956,701 4,055,537 3,872,118 

１株当たり純資産額 (円) 1,890,043.25 255,112.81 144,779.27 63,163.22 66,502.32 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり 

中間配当額) 

(円) 

旧株 5,000 

新株833.33 

(―)

500 

(―)

500 

(―)

200 

(―)

200 

 

(―)

１株当たり 

当期純利益 
(円) 219,778.14 21,451.25 17,478.61 4,131.03 3,720.20 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

(円) ― ― ― 3,842.10 3,612.37 

自己資本比率 (％) 29.0 50.5 61.3 64.9 73.1 

自己資本利益率 (％) 12.2 10.2 13.0 7.3 5.8 

株価収益率 (倍) ― ― ― 68.3 28.2 

配当性向 (％) 2.3 2.4 2.9 4.8 5.4 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

100 

(4)

101 

(3)

108 

(6)

123 

(5)

124 

(7)



２【沿革】 

 当社の実態上の事業活動は、アニメーション・ゲームの企画・制作事業を目的として昭和62年12月15日に設立し

た、有限会社アイジータツノコ（実質上の存続会社、本店所在地東京都国分寺、平成５年９月１日に有限会社プロダ

クション・アイジーに商号変更、平成10年４月17日に株式会社に組織変更）に始まります。 

 平成２年６月５日にその子会社としてアニメーションの企画・製作事業を目的とした当社（形式上の存続会社、株

式会社イング、本店所在地東京都国分寺市）を設立いたしました。 

 その後、平成12年９月１日に当社が株式会社プロダクション・アイジーを業務の効率化のため吸収合併し、事業を

全面的に引き継ぎ、商号を株式会社プロダクション・アイジーに変更し現在に至っております。 

 なお、事業年度の期数は、形式上の存続会社は被合併会社である株式会社イングの期数を承継しております。 

 以上の内容を図示しますと、次のとおりであります。 

［存続会社の沿革］ 

平成５年８月 劇場作品『機動警察パトレイバー２ the Movie』の製作に際し、本作品への出資を行い版権事業

を開始 

平成７年５月 主としてテレビ向けアニメーション制作を目的とする、株式会社ジーベック(現・連結子会社)を

設立 

平成７年11月 当社が制作した『GHOST IN THE SHELL / 攻殻機動隊』の劇場公開 

平成９年５月 海外での営業窓口として、米国法人Production I.G.,LLCを設立 

平成９年６月 テレビ向けアニメーション制作を目的とする、ビィートレイン株式会社を設立 

平成12年11月 当社が制作した劇場公開作品『BLOOD THE LAST VAMPIRE』において、初めて原作権を獲得 

平成14年10月 テレビシリーズ『攻殻機動隊 STAND ALONE COMPLEX』の放映開始 

平成15年10月 クエンティン・タランティーノ監督作品『キル・ビル』アニメーションパートの制作 

平成16年３月 

平成17年10月 

平成17年11月 

当社が企画制作した押井守監督作品『イノセンス』を日本国内で劇場公開 

当社原作・制作のテレビ用アニメーション『BLOOD+』をTBS系全国ネットにて放映開始 

Cartoon Network社(米国)と共同原作・制作のテレビ用アニメーション『IGPX』全米で放映開始 

平成17年12月 ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年４月 当社とトランスコスモス株式会社が共同でamimo有限責任事業組合を設立し、インターネット・

コンテンツ・ビジネスに参入 

平成18年12月 コミック専門出版社である株式会社マッグガーデンと業務・資本提携 



３【事業の内容】 

１ 当社及び当社グループの事業内容について 

 当社グループは、当社（株式会社プロダクション・アイジー）、連結子会社１社(株式会社ジーベック)、持分法

適用関連会社６社(amimo有限責任事業組合、製作委員会５社(BLOOD+製作委員会、蒼穹のファフナー製作委員会、

蒼穹のファフナー RIGHT OF LEFT 製作委員会、魔法先生ネギま!製作委員会、シュヴァリエ製作委員会))、非連結

子会社（Production I.G.,LLC）によって構成されており、劇場、テレビ、ビデオ、ゲーム用アニメーション及び

ゲームソフト作品の制作事業とこれら作品の二次利用による収益分配や一部の販売権利窓口業務によって窓口手数

料を得られる版権事業を主たる業務としております。 

 なお、事業の区分は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業

の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

 当社グループの事業系統図は、以下のとおりであります。 

① 制作事業 

 当社グループは、国内外からの受注や自社原作の劇場、テレビ、ビデオ、ゲーム用アニメーション及びゲーム

ソフト作品の制作事業を行っております。 

 当社グループは、企画から編集までの一貫した制作ラインを有し、クリエイターの映像制作能力はもとより、

制作ラインを管理するプロデューサー等の管理スタッフによる品質水準の維持、スケジュール管理、制作予算管

理等の能力向上とノウハウの蓄積を図ってきております。 

 また、社内にシステム設計及びプログラム開発部門を有し、一部ゲームソフト開発も行っております。 



 具体的な業務フローは下記の通りです。 

＜解説＞ 

◇プリプロダクション 

制作の準備工程であり、企画書を基にアニメーション制作に必要な材料を作成します。 

・企 画    ：制作するアニメーションのあらすじや狙い、放映・配給、予算、メインスタッフの編成等を計

画します。 

・脚 本    ：脚本家による映像構成に必要な要素を書き出したシナリオの執筆作業です。 

・設定/デザイン：作品のイメージや世界観、登場キャラクターなどの作成作業です。 

・絵コンテ   ：映像、演出意図、作業指示等を行うための設計図の作成です。通常、監督や演出家によって作

成されます。 

◇プロダクション 

作画から彩色、撮影までの具体的な制作作業の工程です。 

・レイアウト  ：カット毎の設計図を指します。絵コンテより更に具体的な画面構成やカメラワークが描かれま

す。 

・美術・背景  ：レイアウトを基に背景を描く作業を指します。立体的な空間を表現するためＣＧを使用するこ

ともあります。通常は紙に描かれ、スキャナで読み取りデータ化（背景スキャン）します。 

・３ＤＣＧ   ：３次元コンピュータグラフィックス（３ＤＣＧ）により複雑な機械や曲線を多用する物体等、

２次元（２Ｄ）では困難な表現を作成します。物体の形を作り（モデリング）、表面に模様を

作成し（テクスチャ）貼り付けます。これに動きを付け（アニメーション付け）、指定された

データ形式に出力（レンダリング）します。 

・原画     ：彩色する目的の絵の「線画」状態を描く作業を指します。人物や物体の基本的な動き、表情

等、作品の品質に大きな影響を与える作業になります。 

・動画     ：一連の動きを完成させるために「原画」の間に入れる絵を描きます。動画の枚数や間隔により

滑らかな動きを表現します。 

・スキャニング ：紙に描かれた動画を１枚ずつスキャナで読み取り、動画データ（セルデータ）に変換する作業

です。 

・彩色     ：指定された色に従い、セルデータの彩色を行う作業です。仕上げとも言います。 

・検査     ：彩色済のセルデータの品質を検査する作業になります。 

・撮出し・特効 ：これまでの工程の素材を整理、確認し（撮出し）、質感を与える特殊効果（特効）を行いま

す。 

・撮影・エフェクト：２Ｄのセルデータ、背景、３ＤＣＧ等を位置やタイミングを調整しながら合成し（撮影）、



雨や霧、煙、透過光等の特殊な表現を加える各種デジタル映像処理作業（エフェクト）を行います。 

◇ポストプロダクション 

撮影、録音された映像や音声素材を編集し、完成品としてフィルムやデジタルメディア等の形に仕上げていく工程

です。 

・カッティング ：編集作業によって不要な部分を切り落とし、長さを確定します。 

・アフレコ・音響：声優による登場キャラクターの音声、効果音、音楽の録音を指します。 

・ダビング   ：セリフ・効果音・音楽の音響素材を１つにまとめる作業です。 

・ビデオ編集  ：映像原版と音原版とを納品の仕様に編集することです。 

② 版権事業 

 当社グループは、制作事業とともにアニメーション作品の製作を目的とした製作委員会（注）等への出資を行

うことにより、国内外へ二次利用に関する一部権利の販売業務を行っております。さらに、当該出資により、出

資割合に応じた収益分配収入を得ております。 

 また、当社及び子会社株式会社ジーベックは、自社制作作品の制作者印税、企画・原作を行った作品において

は企画・原作印税等の収入を得ております。 

 （注） 「製作委員会」とは、アニメーションや映画の製作資金を効率的に調達することを目的に、その多くは民法上

の任意組合の性格を持ち、出資割合によって共同で著作権を保有する団体であります。 

なお、製作委員会のスキーム図の一例を示すと下記のとおりであります。 

③ その他事業 

 当社及び当社グループでは、ゲームソフト、音楽・映像ソフト及び制作した作品のキャラクターグッズの販

売、雑誌や小説へのイラスト書きによる販売・制作収入を得ております。 



 当社グループが制作した代表的なアニメーション作品の一覧は下記のとおりであります。 

 （注） 表中の略語は以下のとおりです。 

IG＝株式会社プロダクション・アイジー、XEBEC＝株式会社ジーベック 

OVA＝オリジナル・ビデオ・アニメーション 

制作 
時期 

作品 

受託制作 出資を伴う受託制作 

昭和63年 赤い光弾ジリオン 歌姫夜曲（IG:OVA）   

平成５年   機動警察パトレイバー2 the Movie（IG:劇場） 

ぼくの地球を守って Please Save My Earth（IG:OVA） 

平成７年 GHOST IN THE SHELL/攻殻機動隊(IG:劇場)   

平成８年 爆走兄弟レッツ＆ゴー（XEBEC：TV） 機動戦艦ナデシコ（XEBEC：TV） 

平成９年   新世紀エヴァンゲリオン シト新生（IG:劇場） 

新世紀エヴァンゲリオン Air/まごころを君に（IG:劇場） 

平成10年   NADESICO the movie-The prince of darkness-(XEBEC：劇場) 

平成12年   人狼 JIN-ROH（IG:劇場） 

フリクリ（IG:OVA） 

BLOOD THE LAST VAMPIRE（IG:劇場） 

ラブひな（XEBEC：TV） 

平成14年 ロックマンエグゼ（XEBEC:TV） 攻殻機動隊 STAND ALONE COMPLEX（IG:TV） 

ミニパト（IG:劇場） 

平成15年 テイルズ オブ シンフォニア（IG:Game） 

キル・ビル（IG:劇場） 

宇宙のステルヴィア（XEBEC:TV） 

魁！！クロマティ高校（IG:TV） 

平成16年 風人物語（IG:TV） イノセンス（IG:劇場） 

Dead Leaves（IG:OVA） 

攻殻機動隊 S.A.C. 2nd GIG（IG:TV） 

蒼穹のファフナー（XEBEC:TV） 

平成17年  韋駄天翔(イダテンジャンプ)（IG:TV）  xxxHOLiC / ツバサ・クロニクル（IG:劇場） 

IGPX（IG:TV） 

 BLOOD+（IG:TV） 

平成18年  流星のロックマン（XEBEC:TV） 

  

  

立喰師列伝（IG:劇場） 

 xxxHOLiC (IG:TV) 

 攻殻機動隊 S.A.C Solid State Society (IG:OVA) 

 シュヴァリエ (IG:TV) 

 ザ・サード （XEBEC:TV） 

平成19年    精霊の守り人 (IG:TV) 

 REIDEEN (IG:TV) 

 ヒロイック・エイジ (XEBEC:TV) 

 OverDrive(XEBEC:TV) 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 平成18年４月１日トランスコスモス株式会社と共同し、amimo有限責任事業組合を設立し、インターネッ

ト・コンテンツ・ビジネスへの展開を開始いたしました。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)           

株式会社ジーベック (注２) 
東京都 

国分寺市 
10,000 

制作事業 

版権事業 
100.0 

アニメ制作 

当社作品の制作作業請負 

役員の兼任(３名) 

(持分法適用関連会社)           

amimo有限責任事業組合 (注３) 
東京都 

武蔵野市 
100,000 

  

 その他 

  

25.0 素材使用の許諾 

BLOOD+製作委員会 
東京都 

千代田区 
750,000 

 制作事業 

 版権事業 
20.0 

制作事業・版権事業におけ

る取引先 

蒼穹のファフナー製作委員会 
東京都 

文京区 
390,000 

制作事業 

 版権事業 
20.0 

制作事業・版権事業におけ

る取引先 

蒼穹のファフナー 

 RIGHT OF LEFT 製作委員会 

東京都 

文京区 
45,000 

 制作事業 

 版権事業 
20.0 

制作事業・版権事業におけ

る取引先 

その他 ２社 － － － － － 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、契約社員、人材会社からの派遣社員を含

みます。)は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているも

のであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。)であ

り、臨時雇用者数(パートタイマー、契約社員、人材会社からの派遣社員を含みます。)は、年間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

制作事業 163 (2) 

版権事業 3   

その他事業 1   

全社(共通) 24 (5) 

合計 191 (7) 

  平成19年５月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

124  (7) 31.5 4.6 4,062,930 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油価格の動向に懸念材料があったものの、企業収益の改善を背景と

して、設備投資の拡大、雇用情勢の改善等が引き続きみられ、回復基調で推移しました。 

 当社グループを取り巻くアニメーション産業におきましては、少子高齢化・新規参入による競争の激化など、厳

しい状況が続いております。一方、国内においては、深夜放送枠の拡大、ビデオ・オン・デマンドサービスの拡

充、モバイル映像配信の急伸などがみられ、また海外においては日本アニメーションへの注目がますます高まり、

海外との共同製作なども目立ちました。 

 このような情勢のもと当社グループは、テレビ用アニメーション12作品、ＯＶＡ（オリジナル・ビデオ・アニメ

ーション）２作品、その他ゲーム用・ＣＭ用アニメーション等を制作いたしましました。 

 作品へ出資することによる二次利用から生じる収益分配を主とする版権事業は新規作品を中心に積極的に展開い

たしましたが、人気テレビシリーズの収束に伴い前年同期に比べ増収減益となりました。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は5,546,779千円（前年同期比2.0％増）、経常利益は272,317千円（前

年同期比35.9％減）、当期純利益は165,231千円（前年同期比28.4％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 制作事業 

 制作事業におきましては、テレビ用アニメーション「BLOOD+」、「xxxHOLiC」、「スパイダーライダーズ」、

「シュヴァリエ」、「REIDEEN」、「ロックマンシリーズ」、「ザ・サード」、「武装錬金」他４作品、ＯＶＡ

作品「攻殻機動隊STAND ALONE COMPLEX Solid State Society」、「テニスの王子様」、携帯電話向け電子コミ

ック「ＸＸ(エクスクロス)」、海外から受注しましたフランス女性歌手Mylène Farmerのビデオクリップ

「Peut-être toi」、その他ゲーム用・ＣＭ用のアニメーション等を制作いたしました。 

 以上により、当事業の売上高は4,734,482千円（前年同期比7.3％増）、営業利益は202,229千円（前年同期比

31.7％減）となりました。 

② 版権事業 

 版権事業におきましては、「テニスの王子様」、「エヴァンゲリオン」、「BLOOD+」、「攻殻機動隊シリー

ズ」等の印税収入及び分配収入他による収益がありましたが、当期が次期作品の収益分配の端境期に当ったため

前年同期に比べ減収減益となりました。 

 以上により、当事業の売上高は750,702千円（前年同期比18.7％減）、営業利益は286,319千円（前年同期比

25.9％減）となりました。 

③ その他事業 

 その他事業につきましては、出版物のイラスト・編集及び商品化などにより当事業の売上高は61,595千円（前

年同期比39.4％減）となりましたが、出版部門の人件費増を回収できず、営業損失1,663千円（前年同期は営業

損失16,040千円）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は1,658,513千円と前年同期末と比べ289,387千円(21.1%)の

増加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度末における営業活動による資金の増加は、671,747千円(前年同期は317,657千円の資金の増加)

となりました。これは主に制作事業収入が堅調に推移し、税金等調整前当期純利益が269,833千円、前渡金の減

少が440,687千円、減価償却費が337,752千円となり、一方で前受金の減少286,078千円、法人税等の支払いが

224,656千円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、426,846千円(前年同期は718,356千円の資金の減少)と

なりました。これは主に株式会社マッグガーデンの株式他投資有価証券の取得228,200千円、映像マスター他有

形固定資産の取得272,518千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、44,384千円(前年同期は601,384千円の資金の増加)と

なりました。これは、ストック・オプションの行使により85,628千円資金が増加し、長期借入金の返済32,904千

円、配当金の支払額8,340千円により資金が減少したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注制作実績 

 当連結会計年度における制作事業の制作実績及び受注状況を制作事業の区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

① 制作実績 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、製造原価によっております。 

② 受注状況 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 事業別販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

区分 制作高（千円） 前年同期比(％) 

劇場アニメ 233,372 △8.3 

TV・ビデオアニメ 3,766,225 14.1 

ゲームその他 452,387 △12.0 

合  計 4,451,986 9.4 

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

劇場アニメ 855,500 △45.3 2,390,000 55.2 

TV・ビデオアニメ 2,754,983 △48.5 3,006,025 △34.5 

ゲームその他 499,058 91.2 247,979 81.5 

合  計 4,109,541 △42.7 5,644,004 △10.0 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比(％) 

制作事業 4,734,482 7.3 

版権事業 750,702 △18.7 

その他事業 61,595 △39.3 

合  計 5,546,779 2.0 

相手先 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

販売高（千円） 割合(％) 販売高（千円） 割合(％) 

㈱アニプレックス 1,024,626 18.8 626,225 11.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが対処すべき課題と対処方針は下記のとおりであります。 

(1) クリエイターの発掘、協力会社の獲得 

  次世代を担うクリエイターの発掘・育成のために、人材の交流、制作環境やサポート体制の整備、教育者の確保

に対応してまいります。また、クリエイターや協力会社の獲得のために、透明性のある契約と成功報酬制度など法

務面の充実に継続して取り組んでまいります。 

(2) 映像技術の進歩 

  コンピュータを使用したアニメーション制作、映画のデジタル上映化など、映像技術は著しく進歩しておりま

す。これにともない、コンピュータを使った画像処理、ネットワークやサーバ等の制作環境、工程やデータの管理

など、技術の習得と人材の育成及び情報インフラの整備に取り組んでまいります。 

(3) メディアの多様化 

 大手メディアは、インターネットを利用した映画・アニメーション等のストリーミング配信サービスやダウンロ

ード販売、さらには映像アップロードサービスを開始しております。これらは、一部著作権侵害の問題と新たなビ

ジネスチャンスの両面をもっており、当社としましても、パートナー企業と協力するとともに、契約面の整備と配

分金・印税等の請求権の獲得に取り組んでまいります。 

(4) 海外展開 

  平成16年公開の劇場用「イノセンス」の米ドリームワークス社配給、平成17年からのテレビ用「IGPX」の

Cartoon Network社と共同制作、平成19年１月15日に発表しました「攻殻機動隊」の実写化エージェント契約の締

結により海外のメジャー映画会社との交渉等、世界市場に展開できる会社とのパイプを足がかりとし、視聴者層の

拡大とビジネス規模の拡大に努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

  以下において、当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると

考えられる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項を記載しております。当社グループ

は、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、本株式に関する投資判断は、本項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があります。ま

た、以下の記載は本株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありませんので、ご留意下さい。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年８月24日）現在において当社グループ

が判断したものであります。 

１．事業内容等について 

(1）制作事業に関連するリスク要因について 

① 作品の良否によるリスク 

 当社グループは、アニメーション作品の制作を主軸として事業展開しており、常に最適な制作体制の構築を

心掛け、品質の高いアニメーション作品の制作に努めております。しかしながら、こうして制作した作品がユ

ーザーの嗜好に合致しない可能性があります。当社グループの制作した作品がユーザーの嗜好に合致しない場

合は、当初計画したとおりの事業展開ができず、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

② 制作の遅れによるリスク 

 当社グループは、受注した作品を、定められた納期内にクライアントに納品すべく、ラインプロデューサー

などが制作ライン毎の進行状況を的確に把握し納期管理を行っております。しかしながら、クライアントよ

り、より高い映像品質を求められた場合のほか、予測できない事態により制作スケジュールが大幅に遅れ、制

作費用が当初予算を上回った場合などには、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 初期段階の制作中止によるリスク 

  アニメーション及びゲームの制作事業においては、制作の正式受注の前に、プリプロダクション工程が発生

する場合があります。アニメーションにおいては、企画書や作品のあらすじあるいはキャラクターデザイン、

絵コンテ、場合によっては短い動画を作成します。ゲームにおいてもシステム設計や評価版の作成まで進む場

合があり、正式受注が不調となった場合には、当社グループに損失が生じる可能性があります。 

(2）共同出資による作品製作に伴うリスクについて 

 日本のアニメーション作品は、作品に携わる広告代理店、テレビ局、アニメーション制作会社、出版社、ビデ

オソフト販売会社、映画配給会社等が共同出資者として出資を分担して製作費を確保する方式(製作委員会方式)

が多くとられております。当該作品は共同出資者が各々得意とする分野での権利（ビデオグラム化権、テレビ放

映権、劇場配給権、商品化権等）運用を行い、相互に収益配分を行います。 

 この場合、共同で著作権を保有することから、共同出資契約等による合意時点で想定していなかった新しいメ

ディア等が出現し当該作品の再利用を行おうとした場合や、当該作品の続編を製作しようとする場合等に共同出

資者からの承諾を得ることができない等の理由により、各種権利運用ができない可能性があり、当社グループの

経営成績等に悪影響を与える可能性があります。 

(3）アニメーション作品の権利取得によるリスクについて 

 当社グループは、当社グループ制作のアニメーション作品に対し、著作権等の権利の取得を目的として出資を

行う場合がありますが、権利が取得できない場合には、作品から得られる収益の獲得機会が失われるため、当社

グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 一方、著作権等の権利を取得できた場合には、制作収入に加え、作品より得られた収益の分配を受けることが

できます。しかしながら、制作した作品が顧客の評価を得ることができない場合には、劇場映画で観客動員数が

計画より下回るほか、ＤＶＤ等ビデオグラムの販売が計画より下回ることなどにより、期待した収益を確保する

ことができず、場合によっては損失を生じさせる等、当社グループの経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。なお、当社グループでは作品への出資金は、劇場作品は上映時、テレビ作品は放映時、ＯＶＡは販売時に

映像マスター勘定に計上しており、当該映像マスターは、映画の興行収入等の収益だけでなく、興行から一定期

間経過後に販売されるビデオグラム等の収益も考慮し、映像マスター計上時から２年間の定率法により減価償却

しております。 



２．財政状態及び経営成績について 

(1）最近５期間の経営成績の変動要因について 

 当社グループの最近５期間における経営成績は、以下のように推移しております。 

 （注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年５月期から連結財務諸表を作成しております。 

 当社グループでは、経営成績の変動を抑えるべく尽力しておりますが、アニメーション作品の制作においては

大型劇場用作品の売上の有無により、経営成績に大きな変動が発生しております。平成16年５月期においては、

大型劇場用長編アニメーション「イノセンス」の売上1,600百万円の計上により、平成15年５月期に比べ売上高

が単体ベースで88％増加する大きな変動が生じております。 

 そして、大型劇場用作品の売上がなかった平成17年５月期及び平成18年５月期並びに平成19年５月期について

は、売上高が連結ベースで平成16年５月期比べそれぞれ7.5％、11.4％、9.6％減少いたしました。 

  当社グループとしては、大型劇場用作品の売上計上時に経営成績が大幅に変動する傾向に対処し安定的な業容

の拡大を目指して、制作期間の比較的短いテレビ用・ビデオ用アニメーション作品を制作するラインを拡充し、

また、劇場用作品の制作ラインも拡充して、平成20年５月期より毎期劇場用作品を公開できる体制を整え、業績

の安定的成長を図っております。しかしながら、今後も「イノセンス」と同規模もしくはそれを上回る大型劇場

用アニメーション作品を制作する可能性があり、その場合には制作期間が長期化することが予想され、納品まで

の期間は売上計上をしないため、当社グループの経営成績等は大幅に変動する可能性があり、経営成績の期間比

較等をするに際しては、このような点を考慮する必要があります。 

(2）海外事業の強化について 

  当社グループは、パートナー企業と協力し、当社作品及び関連商品を海外へ展開することにより収益の拡大を

図っていく計画であります。現在は北米が中心となっておりますが、今後欧州、アジア等にも積極的に展開して

いく計画であり、当社グループのパートナー企業である映画配給会社、テレビ局、広告代理店等との協力関係が

不可欠であります。今後、前記パートナー企業との関係が悪化した場合には、当社の事業展開に影響を与える可

能性があります。 

  また、海外へ当社グループの制作した作品を展開する場合、想定よりも厳しい年齢制限や意図しない文化的な

反発を引き起こす可能性などがあり、そのような場合には当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

３．当社グループを取り巻く経営環境について 

(1）他社との競合によるリスクについて 

 当社グループのアニメーション制作技術は、「イノセンス」が第57回カンヌ国際映画祭オフィシャル・コンペ

ティション部門に日本のアニメーションとして初めてノミネートされるなどの世界的な評価を受けており、現在

は他社との競合による受注価格への影響は限定的なものと判断しております。 

 しかしながら、アニメーション市場の拡大により、新規参入の競合会社が増えております。今後、中国、韓

国、台湾等をはじめとした低コストなアニメーション制作会社の台頭もあり、当社グループも受注を確保するた

め、受注価格の低下が避けられない状況に陥ることも想定されます。その場合、当社グループの経営成績等に影

  （単位：千円）

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 

連結経営成績           

売上高 － 6,136,776 5,676,062 5,439,528 5,546,779 

経常利益 － 557,704 447,947 425,108 272,317 

当期純利益 － 207,309 282,335 230,909 165,231 

提出会社 

の経営成績 
          

売上高 3,015,066 5,661,503 5,468,276 4,914,735 5,384,433 

経常利益 189,521 479,589 337,492 309,133 252,934 

当期純利益 100,559 130,499 220,982 162,659 157,405 



響を及ぼす可能性があります。 

(2）技術革新のリスクについて 

 当社グループの事業展開の主軸となっているアニメーション作品の制作技術については、特にデジタル化など

でその技術革新が急速に進んでおります。当社グループとしては、当該技術革新に対応するため、システム専門

の部署を設け対応しておりますが、当社グループの予想を上回るスピードで映像制作関連の技術革新がなされた

り、顧客のニーズに変化が起きたりする場合には、保有する設備等が陳腐化し新たな設備投資が必要となり、当

社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）テレビ局番組編成に伴うリスクについて 

 当社グループは、地上波放送局等テレビ向けのアニメーション作品を一部制作し販売を行っておりますが、通

常地上波放送局は毎年４月と10月に番組編成の改編を行います。各局の編成方針の変更によるアニメ放送枠の縮

小、先に放送をされている番組の延長や放送時間帯の変更が行われる場合には、当社グループの経営成績等に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

４．事業体制について 

(1）特定の経営者への依存に関するリスクについて 

 当社は、代表取締役社長である石川光久に対する依存度が大きく、経営戦略の決定等のマネージメントにとど

まらず、その個人的な人脈等は、新企画立ち上げや海外展開に関する個別の業務等においても重要な役割を担っ

ております。 

 このため、当社では石川に過度に依存しない体制を構築すべく、会社組織の拡充と石川からのノウハウ移転を

図っておりますが、当面の間は石川への依存度が高い状態で推移すると見込まれるため、このような状態にあっ

て石川が何らかの理由により当社の業務を遂行できなくなった場合には、当社の事業展開や経営成績等に重大な

影響を及ぼす可能性があります。 

(2）人材の確保、育成に関するリスクについて 

  当社グループが属するコンテンツ制作業界においては、優秀なクリエイター及び制作スタッフ、プロデューサ

ー等の確保、育成が何よりも重要となります。当社グループでは、良質な作品を制作する場を提供しつづけるこ

とにより、従業員あるいは業務委託契約という形式によりスタッフを確保し、かつ、制作業務を通じて育成を図

っております。しかしながら、今後、これら人材が何らかの事情により、退職や業務委託契約が継続せず、当社

グループの社外に流出した場合には、当社グループの競争力が低下し、経営成績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

５．知的財産権等について 

(1）原著作権者との権利処理に関するリスクについて 

 当社グループが制作する作品の中には、当社グループ以外の第三者が作品の原著作物となる著作物についての

著作権（以下「原著作権」といいます。）を保有しているため、当該第三者より映像化の許諾を取得する必要が

あるものがあります。したがって、当社が作品を制作するにあたり、当該許諾を取得することができず作品の制

作が困難となった場合又は当該許諾を取得するために多額の許諾料等が発生する場合には、当社グループの経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）当社グループによる第三者の知的財産権の侵害の可能性に関するリスクについて 

  作品の制作及び販売等を内容とする当社の事業（以下「当社事業」といいます。）には、日本国内外を問わ

ず、著作権（原著作権を含む。）、著作者人格権及び著作隣接権等の様々な知的財産権（以下「各種知的財産

権」といいます。）が関係しております。当社グループでは、事業を展開するに際し、第三者が保有する各種知

的財産権を侵害することがないように努めており、また、本書提出日現在において、知的財産権侵害に関する訴

訟等を起こされたことはありません。 

  しかしながら、今後、当社は、日本国内のみならず、日本国外においても当社事業を拡大していく予定であり

ますが、各種知的財産権の全てを事前に想定し、かつその全てに対して事前に対応することは困難であります。

したがいまして、当社が、当社の意に反して第三者が保有する各種知的財産権を侵害する事態を発生させ、当該

第三者から作品の使用差し止め又は損害賠償請求を受けた場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす

可能性があります。 

(3）当社グループが制作した作品に対する著作権侵害に関するリスクについて 



  違法複製物若しくは類似商品（以下「複製物等」といいます。）の販売若しくは流通又はインターネットを利

用した、作品のデジタルデータのファイル交換等により、当社グループが制作した作品に対して著作権侵害行為

がなされ、当社が行う当該作品の正規品の販売が阻害された場合には、当社グループが想定していたほどの収益

を確保することができず、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  なお、当社グループは、インターネットオークションに当社グループが制作した作品の複製物等が出品されて

いる場合には、有限責任中間法人日本動画協会を通じてインターネットオークション運営事業者に対して削除依

頼を行うなどし、防衛策に努めております。 

６．法的規制等について 

(1）個人情報の取扱いについて 

  当社グループは、当社ホームページを通じて通信販売を行うことがあることから、顧客の個人情報を保有して

おります。現時点において、当該販売を積極的に拡大させる計画はなく、また当社は過去5,000件以上の個人情

報を用いて事業を行ったことがないため、個人情報取扱事業者ではございませんが、個人情報については個人情

報取扱事業者と同様に個人情報保護法の規制を遵守しております。具体的には、社内管理体制を整備し情報管理

への意識を高めるとともに、アクセス権を制限する等安易に個人情報が漏洩することがないように、取扱いには

留意しております。しかしながら、外部からのハッキングによる不正アクセス等の不測の事態により、万が一、

個人情報が外部に漏洩するような事態となった場合には、当社の信用失墜による売上の減少、又は損害賠償によ

る費用の発生等が起こることも考えられ、経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2）業界における自主規制等について 

 現在、当社グループの制作したアニメーション作品等を公開又は放映するためには、映倫管理委員会の映倫管

理委員会規程、日本民間放送連盟による放送基準等、自主規制機関による基準を満たす必要があります。当社グ

ループとしては、「映像ソフト作成ガイドライン」を作成のうえ、当該基準等を満たすよう制作活動を実施して

いるほか、映画配給会社、あるいはテレビ局等においても、検査を実施しております。 

 しかしながら、審査の結果、当社グループの想定よりも厳しい年齢制限が課せられた場合、あるいは自主規制

における審査基準等が強化された場合などには、公開・放映等の制限を受け、当社グループの経営成績等に影響

を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社グループが制作したコンテンツ作品の内容については、前述の「映像ソフト作成ガイドライン」に

基づき、公序良俗に準じ、特定の個人の人権を侵害することがないように十分配慮しておりますが、期せずして

作品の内容が反社会的である、特定の個人の人権を侵害しているなどとみなされ、それらが原因となり、訴訟が

発生する可能性を否定する事はできません。 

７．ストック・オプションについて 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、当社の取締役並びに従業員の当社業績向上

へのインセンティブを高めるため及び当社業務を支援する社外協力者の当社グループに対する参画意識を高めるこ

とを狙いとして、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、平成16年８月30日

現在在籍する当社及び当社子会社の取締役、監査役並びに従業員、あるいは当社取引先及び取引先の役員に対して

ストック・オプションを割当てることを、平成16年８月30日開催の定時株主総会において決議されたものでありま

す。また、今後も将来にわたって当社の成長に大きな貢献が期待できる取締役並びに従業員等へ、ストック・オプ

ションの付与を行っていく方針であります。権利行使開始日以降、同制度によって付与されたストック・オプショ

ンが行使された場合、１株当たりの株式価値の希薄化が生じることになります。また、ストック・オプションの行

使状況により、株式売買の需給への影響をもたらし、株価に影響を与える可能性もあります。 

 なお、平成19年５月末現在の新株発行予定残株数の合計は2,772株であり、発行済株式総数42,558株の6.5％に相

当しております。 



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年８月24日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。 

 また、当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の

開示並びに当該会計期間における収益・費用に影響を与える見積もりを合理的に行わなければなりません。経営陣

は見積りに影響を与える要因を把握し、把握した要因に関して適切な仮定設定、情報収集を行い、見積もり金額を

計算しております。実際の結果は、見積もり特有の不確実性により、見積もりと異なる場合があります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概況 

 概況につましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要（１）業績」に記載しております。 

② セグメント別の状況（売上高、営業利益の分析） 

 セグメント別の状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要（１）業績」に記載しておりま

す。 

③ 営業外収益(費用) 

 営業外収益は81,324千円、前年同期比73.2％増となりました。主な要因は保険解約返戻金が28,040千円、FIX

スタジオの賃貸料収入が7,867千円が増加したことであります。 

 営業外費用は17,398千円、前年同期比34.5％減となりました。主な要因は事業組合出資損失が14,122千円増加

し、一方、上場関連費用がなくなり(前年同期は11,139千円)、株式交付費が9,299千円減少したことでありま

す。 

④ 特別利益（損失） 

 特別利益は4,832千円、前年同期比83.2％減となりました。主な要因は投資有価証券売却益がなくなった(前年

同期は22,310千円)ことであります。 

 特別損失は7,317千円、前年同期比84.5％減となりました。主な要因は出資金償却がなくなり(前年同期は

26,659千円)、減損損失が15,394千円減少したことであります。 

⑤ 税金等調整前当期純利益 

 以上の結果、税金等調整前当期純利益は269,833千円、前年同期比33.6％減となりました。 

⑥ 法人税、住民税及び事業税（法人税等調整額） 

 税金等調整前当期純利益に対する税金費用の比率(法人税等の負担率)は38.77％となっております。法人税、

住民税及び事業税の負担額は法人税等調整額を含め、104,601千円となっております。 

⑦ 当期純利益 

 以上の結果、当期純利益は165,231千円、前年同期比28.4％減となりました。 

(3）当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

 資産合計は、4,600,438千円(前連結会計年度末比1.6％減)となりました。 

 流動資産につきましては、主に現金及び預金が289,390千円増加し、一方、協力外注先への前渡金が440,687千

円減少し3,051,918千円となりました。 

 固定資産につきましては、主に投資有価証券が133,483千円増加し、1,548,520千円となりました。 

② 負債 

 負債合計は、1,323,156千円(前連結会計年度末比17.5％減)となりました。 

 流動負債につきましては、主に買掛金が132,121千円増加し、一方、前受金が286,078千円、未払法人税等が

105,133千円減少し、1,317,147千円となりました。 

 固定負債につきましては、長期借入金の減少25,888千円等により、前連結会計年度末に比べ31,897千円減少



し、6,009千円となりました。 

③ 純資産 

 純資産は、3,277,281千円(前連結会計年度末比6.6％増)となりました。 

 利益剰余金が156,891千円増加し、ストック・オプションの行使により資本金及び資本剰余金が42,900千円増

加しました。 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況  1. 業績等の概要（２）キャッシュ・フロー

の状況」 に記載しております。 

② 資金需要 

 当社グループの運転資金需要の主なものは、制作事業に係わる売上原価によるものであります。制作事業にお

ける労務費、業務委託費及び外注費が主な部分を占めております。その他、版権事業における権利取得のための

出資金があります。 

 設備資金といたしましては、コンピュータ購入費やネットワーク費等があります。 

③ 契約債務及び約定債務 

 平成19年５月31日現在の契約債務の概要は下記のとおりであります。 

 （注） ファイナンスリース残高51,375千円（１年内20,582千円、１年超30,792千円） 

④ 財務政策 

 運転資金につきましては、自己資金で対応することを原則としておりますが、自己資金で賄えない急な資金需

要が発生するなどの場合は、必要に応じ短期借入金で調達しております。 

 設備資金及び作品への出資金につきましては、社債の発行、長期借入金により最適な調達を行っていく方針で

あり、調達時期、条件について最も有利な手段を選択するべく検討することとしております。 

(5）当連結会計年度の連結財務諸表の特徴 

  当連結会計年度は、制作事業におきまして劇場作品はなかったものの、長編ＯＶＡ「攻殻機動隊 

STAND ALONE COMPLEX Solid State Society」やテレビシリーズ１２タイトルの過去最多話数を制作し、売上7.3％

増となりました。 

  版権事業におきましては、当社企画・原作を含む新規作品を中心に積極的に展開しましたが、人気テレビシリー

ズの収束に伴い売上18.7％減となりました。 

  これらの結果、売上高5,546,779千円（前年同期比2.0％増）となりました。 

  販売費及び一般管理費につきましては、内部統制の充実のために法務・企画部門の人員補強を行うなど401,948

千円（前年同期比5.4％増）となり、利益率の高い当該版権事業の減収により、経常利益272,317千円（前年同期比

35.9％減）、当期純利益165,231千円（前年同期比28.4％減）となりました。 

  また、コミック専門出版社である株式会社マッグガーデンとの資本提携により投資有価証券が201,617千円と増

加し、ストックオプションの行使による新株発行などにより純資産は3,277,281千円（前年同期比6.6％増）となり

ました。 

  （単位：千円）

  年度別要支払額 

契約債務 合計 １年以内 １～２年 

１年以内返済予定の長期借入金 25,888 25,888 － 

長期借入金 － － － 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資等の総額は、335,098千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示す

と、次のとおりであります。 

(1）制作事業 

 当連結会計年度の主な設備投資等は、車輌運搬具、ソフトウェア等、総額28,094千円の投資を実施いたしまし

た。 

(2）版権事業 

 当連結会計年度の主な設備投資等は、作品への出資305,993千円を実施いたしました。 

(3）全社 

 当連結会計年度の主な設備投資等は、備品の購入645千円を中心とした総額1,009千円の投資を実施いたしまし

た。 

２【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  平成19年５月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの

名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業 
員数 
(人) 建物 

車両 
運搬具 

器具備品 
土地 

(面積㎡) 
映像 

マスター 
合計 

本社・スタジオ 制作 アニメ制作              

(東京都国分寺市) 版権 営業 3,332 － 1,621 － 201,968 206,922 31 

  その他 一般管理              

イングスタジオ 
制作 アニメ制作 91,831 5,442 9,120 

168,522 

 (355)
－ 274,917 43 

(東京都国分寺市) 

 FIX スタジオ  制作  アニメ制作 
126,545 646 10,985 

222,935 

 (848)
－ 361,112 13 

(東京都府中市)  その他  撮影スタジオ 



(2) 国内子会社 

 （注) １ 帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額には、映像マスター仮勘定の金額を含んでおりません。 

３ 従業員の数に役員は含まれておりません。 

４ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

提出会社 

国内子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等（平成19年５月31日現在） 

特記すべき事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等（平成19年５月31日現在） 

特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業 
員数 
(人) 建物 

車両 
運搬具 

器具備品 
土地 

(面積㎡) 
映像 

マスター 
合計 

株式会社 

ジーベック 

本社スタジオ 

(東京都国分寺市) 
制作 アニメ制作 7,460 4,467 18,096 － 44,211 74,235 65 

  平成19年５月31日現在

事業所名 

(所在地) 
事業の内容 設備の内容 

リース 

期間 

年間リース料 

(千円) 

リース契約残高 

(千円) 

イングスタジオ 

(東京都国分寺市) 
制作 

サーバー及び 

 編集システム 
3～5年 10,075 45,819 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の 

内容 
設備の内容 

リース 

期間 

年間リース料 

(千円) 

リース契約残高 

(千円) 

株式会社 

ジーベック 

本社・スタジオ 

(東京都国分寺市) 
制作 

カラーコピー・ 

プリンタ 
3～5年 3,472 5,556 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年８月１日からこの有価証券報告書提出日までのストックオプションの権

利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000 

計 150,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年８月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,558 42,558 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 42,558 42,558 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成16年８月30日定時株主総会決議 

 （注) １ 株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による1円未

満の端数は切り上げるものとします。 

３ 平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年２月28日最終の株主名簿に記載された株主の所有株

式数を、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割しております。これに伴い、新株予約権の目的となる

株式の数は960株から2,880株に、新株予約権の行使時の払込金額は１株につき、300,000円から100,000円に

それぞれ調整されております。 

また、１株当たり発行価格は300,000円から100,000円に、資本組入額は150,000円から50,000円にそれぞれ

調整されております。 

４ 権利の行使の条件は以下のとおりであります。 

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社及び当社子会社の取締役・監査役並びに従業員の

地位を有していることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めない。 

③ その他権利行使の条件は、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数 348個 348個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －  －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
2,088株 

 (注１,３) 
2,088株 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり100,000円 

(注２,３) 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月１日 

至 平成26年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  100,000円 

資本組入額  50,000円 

(注２,３) 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注４) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－  － 

調整後１株当たり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金額×
１

分割・併合の比率



② 平成16年８月30日定時株主総会決議 

 （注) １ 株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

３ 平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年２月28日最終の株主名簿に記載された株主の所有株

式数を、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割しております。これに伴い、新株予約権の目的となる

株式の数は250株から750株に、新株予約権の行使時の払込金額は１株につき、300,000円から100,000円にそ

れぞれ調整されております。 

また、１株当たり発行価格は300,000円から100,000円に、資本組入額は150,000円から50,000円にそれぞれ

調整されております。 

４ 権利の行使の条件は以下のとおりであります。 

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社取引先及び取引先の取締役並びに従業員の地位を

有し、かつ、取引関係が継続していることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めない。 

③ その他権利行使の条件は、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  
事業年度末現在 

(平成19年５月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年７月31日) 

新株予約権の数 114個 114個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
684株 

 (注１,３) 
684株 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり100,000円 

(注２,３) 
同左 

新株予約権の行使期間 
時 平成17年９月１日 

至 平成26年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  100,000円 

資本組入額  50,000円 

(注２,３) 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注４) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
 －   － 

調整後１株当たり払込金額 ＝ 調整前1株当たり払込金額×
１

分割・併合の比率



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注) １ 株式交換(１：１) 

株式会社ジーベック 

２ 有償第三者割当 

発行価格    4,500千円 

資本組入額   2,250千円 

割当先：日本テレビ放送網株式会社、株式会社電通、東京海上日動火災保険株式会社 

３ 株式分割１：10 

４ 株式分割１：２ 

５ 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    510,000円 

発行価額    399,500円 

資本組入額   199,750円 

払込金総額  667,590千円 

６ 株式分割１：３ 

７ 新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成15年４月１日(注)１ 74 515 3,700 131,350 196,546 314,461 

平成15年９月３日(注)２ 110 625 247,500 378,850 247,500 561,961 

平成16年２月27日(注)３ 5,625 6,250 ─ 378,850 ─ 561,961 

平成17年３月22日(注)４ 6,250 12,500 ─ 378,850 ─ 561,961 

平成17年12月20日(注)５ 1,400 13,900 279,650 658,500 387,940 949,901 

平成18年３月１日(注)６ 27,800 41,700 － 658,500 － 949,901 

平成18年６月１日～ 

平成19年５月31日(注)７ 
858 42,558 42,900 701,400 42,900 992,801 

  平成19年５月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数１株） 

単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
－ 7 9 38 5 2 2,251 2,312 － 

所有株式数 

(株) 
－ 515 362 10,812 393 7 30,469 42,558 － 

所有株式数 

の割合(％) 
－ 1.21 0.85 25.41 0.92 0.02 71.59 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 石川 光久  東京都昭島市 13,380 31.4 

 株式会社電通  東京都港区東新橋1-8-1 4,980 11.7 

 日本テレビ放送網株式会社  東京都港区東新橋1-6-1 4,980 11.7 

 佐藤 徹  埼玉県所沢市 2,550 6.0 

 石川 みちる   東京都昭島市 1,900 4.5 

 下地 志直   東京都杉並区 1,440 3.4 

 後藤 隆幸   東京都八王子市 600 1.4 

 みずほキャピタル株式会社  東京都中央区日本橋兜町4-3  540 1.3 

 押井 守  静岡県熱海市 360 0.8 

 バンク オブ ニューヨーク   

 ジーシーエム クライアント  

 アカウンツ イー アイエス ジー 

  (株式会社三菱東京UFJ銀行) 

 PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET  

 LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 

 (東京都千代田区丸の内2-7-1 決済事業部)

266 0.6 

計 － 30,996 72.8 

  平成19年５月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,558 42,558 
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 42,558 ― ― 

総株主の議決権 ― 42,558 ― 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

      当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規程

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

① 平成16年８月30日開催の定時株主総会における決議に基づくもの 

 （注) １ 株式の数は、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割し

ており、分割後の株式数に換算して記載しております。 

２ 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

② 平成16年８月30日開催の定時株主総会における決議に基づくもの 

 （注) １  株式の数は、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割し

ており、分割後の株式数に換算して記載しております。 

２ 新株予約権の内容については、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

決議年月日 平成16年８月30日 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び当社子会社の取締役・監査役 ８名 

当社及び当社子会社の従業員 ５名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)２ 

株式の数 
当社及び当社子会社の取締役・監査役 1,698株 

当社及び当社子会社の従業員 390株 (注１) 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２ 

新株予約権の行使期間 (注)２ 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
 －  

決議年月日 平成16年８月30日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取引先の取締役１名 

当社取引先 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)２ 

株式の数 
当社取引先の取締役 120株 

当社取引先 564株(注１) 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２ 

新株予約権の行使期間 (注)２ 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
－ 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

(1)【株主総会決議による取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続し実施していくことを基本方針としております。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。 

 平成19年５月期の配当につきましては、平成19年８月23日開催の定時株主総会において、上記方針に基づき１株当

たり200円、総額8,511,600円の配当を実施することを決議し、実施いたしました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高

め、市場のニーズに応える制作体制や版権取得を強化し、さらなる、グローバル戦略の展開を図るために有効投資

してまいりたいと考えております。 

 なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年12月21日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２ 平成18年２月28日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、平成18年３月１日をもって１株を３株

に分割しております。 

３ □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期  第18期 

決算年月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月  

最高（円） － － － 
3,300,000 

□607,000 
358,000 

最低（円） － － － 
1,190,000 

□282,000 
98,900 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月  ３月 ４月   ５月 

最高（円） 169,000 147,000 136,000 141,000 132,000 111,000 

最低（円） 123,000 126,000 120,000 115,000 98,900 99,000 



５【役員の状況】 

役名  職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役社長 

（代表取締役） 
 － 石川光久 昭和33年10月30日生 

昭和56年４月 株式会社竜の子プロダクション入社 

(注３)  13,380 

昭和62年12月 有限会社アイジータツノコ設立 

代表取締役社長就任 

平成２年６月 当社設立取締役就任 

平成６年８月 代表取締役就任(現任) 

平成７年５月 株式会社ジーベック設立 

取締役就任(現任) 

平成９年５月 Production I.G.,LLC設立 

イニシャルマネージャー就任(現任) 

平成10年２月 株式会社ガンジス設立 

取締役就任(現任) 

取締役 
企画部 

担当 
石川みちる 昭和39年３月４日生 

昭和57年４月 株式会社竜の子プロダクション入社 

(注３)  1,900 

平成２年４月 有限会社アイジータツノコ入社 

平成２年６月 当社設立 

代表取締役就任 

平成６年８月 取締役就任(現任) 

平成10年４月 旧株式会社プロダクション・アイジー取

締役就任 

取締役 
制作部 

担当 
後藤隆幸 昭和35年８月７日生 

昭和58年12月 株式会社タマプロダクション入社 

(注３)  600 

昭和62年12月 有限会社アイジータツノコ設立 

取締役就任 

平成２年６月 当社設立 

取締役就任(現任) 

取締役  － 下地志直 昭和33年２月10日生 

昭和53年４月 フリープロデューサー 

(注３)  1,440 

平成７年５月 株式会社ジーベック設立 

代表取締役就任(現任) 

平成７年10月 当社取締役就任(現任) 

平成10年２月 株式会社ガンジス設立 

取締役就任(現任) 

取締役 
制作部 

担当 
黄瀬和哉 昭和40年３月６日生 

昭和58年４月 フリーアニメーター 

(注３)  240 平成２年６月 当社設立 

取締役就任(現任) 

 取締役  
管理部 

担当 
長谷川隆一 昭和26年５月20日生 

平成２年６月  

  

  平成13年６月 

  平成13年10月 

  平成16年６月 

  平成16年７月 

  平成18年８月 

 株式会社エニックス(現株式会社スクウェ

ア・エニックス)入社 

 株式会社マックガーデン入社 

 同社取締役管理部長就任 

 同社監査役就任(現任) 

 当社入社 内部監査室長就任 

 当社取締役就任(現任) 

(注３)  － 

取締役  － 保坂嘉弘 昭和30年３月８日生 

昭和59年９月 

  

平成６年６月 

平成13年４月 

平成13年６月 

平成19年８月 

株式会社エニックス（現株式会社スクウ

ェア・エニックス）入社 

同社取締役出版企画部長 

同社取締役出版事業部長 

株式会社マッグガーデン代表取締役社長 

当社取締役就任(現任) 

(注４)  1 

 



 （注) １ 当社では、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は、３名で執行役員管理部長中野広之、執行

役員企画室ＩＲ担当郡司幹雄及び執行役員制作部特別事項担当西尾鉄也であります。 

２ 監査役 浜野保樹及び中濱鐵志は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成18年８月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４ 平成19年８月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５ 平成16年８月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６ 平成17年８月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名  職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

常勤監査役  － 喜田繁 昭和19年４月18日生 

平成７年12月 株式会社システムサコム入社 

(注５)  － 

平成９年８月 シダックス・コミュニティー株式会社入

社 

平成15年１月 当社入社 

平成15年２月 当社監査役就任(現任) 

平成15年２月 株式会社ジーベック 

監査役就任(現任) 

監査役  － 浜野保樹 昭和26年４月11日生 

昭和58年４月 文化庁メディア教育開発センター助教授

就任 

(注５)  － 
平成11年４月 東京大学大学院新領域創成科学研究科助

教授就任 

平成16年５月 同科教授就任(現任) 

平成16年８月 当社監査役就任(現任) 

監査役  － 中濱鐵志 昭和16年９月18日生 

昭和39年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）入行 

(注６)  － 

平成元年11月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）目黒支店長就任 

平成５年９月 富士銀キャピタル株式会社（現みずほキ

ャピタル株式会社）常務取締役就任 

平成16年２月 川崎地質株式会社監査役就任（現任） 

平成17年８月 当社監査役就任(現任) 

計 

  
17,561 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業倫理の重要性を認識しかつ変動の激しい企業環境に対応するために迅速な意思決定と効率的かつ健

全な経営が企業価値を継続し高めていくと認識しております。また、今後の経済はより一層のボーダーレス化が予

測される中、国際競争力を高めるため、グローバルに通用するコーポレート・ガバナンスを確立すること及び近年

の企業の不祥事を防ぐべく経営のチェック機能の強化を行うことにより、経営陣が株主の期待に応えられるように

していこうと考えております。 

 この実現のため、株主総会、取締役会、監査役等の機能を一層整備し、コーポレート・ガバナンス体制を充実さ

せていきたいと考えております。今後についても、明確に権限及び責任を分配する統治機構を検討・試行し「効率

的な経営」かつ「健全な経営」を実現することで競争力を高め、更なる業績の向上を目指してまいります。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

当社は、かねて監査役制度を採用しておりましたが、監査体制の充実を目的として平成18年８月25日より監

査役会を設置いたしました。 

本報告書提出日現在取締役会は、７名の取締役により構成されており、社外取締役は選任しておりません。 

監査役会は、社外監査役２名を含む３名により構成されており、定例的に監査役会を開催し、取締役会に出

席、経営全般及び個別案件に対して客観的かつ公正な意見を述べるとともに、取締役の業務執行に対しての適

法性を監査しております。 

また、取引法務及び知的財産管理等の法務機能を確立するため顧問弁護士の選任と担当部門の明確化など法

律・法令を遵守する内部体制の整備に取組んでまいります。当社は、比較的少数の人員で構成されております

が、効率的で実効性の高い統制制度を目指しております。 

② 会社の機関・内部統制の関係は以下の図表のとおりであります。 

③ 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、平成18年５月の取締役会において内部統制システム体制の整備に関する決議を行いました。当該決

議により総務課を窓口としたコンプライアンス・チームを発足、内部監査室と連携しながら現状を把握し、役

職員の職務執行が関係法令や定款に適合することを徹底しております。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は、コンプライアンスの徹底及び内部統制として、社長直轄の内部監査室（１名）を設けております。 

 内部監査室は日常の業務執行について、規程・規則に沿った手続きの妥当性を評価し、業務等の改善に向け

具体的な助言・指導を行っております。 

 監査役はすべての会議への参加権限を有し、重要な会議等への参加、往査、ヒヤリング等を通じて経営の状



況を把握するなどの業務執行及び経営の監視活動を実施しています。また、各監査役は経営意思決定や業務執

行についてコーポレート・ガバナンスの観点からの適確性等を中心に審議を行い、取締役会等で適時に助言又

は勧告を行います。 

 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携については、必要に応じて、情報交換の場を設けて、監査の

計画、概要及び結果の報告等を受けております。 

⑤ 会計監査の状況 

 当社は、証券取引法に基づき会計監査を監査法人トーマツに委嘱していますが、同監査法人及び当社監査に

従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。また、同監査法人は業務

執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう自主的な措置をとっていま

す。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員   永田 高士 

                瀬戸  卓 

 監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ３名、 会計士補等 ６名、 その他 １名 

⑥  社外監査役との関係 

 特別な利害関係はありません。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、社内規程に基づき決裁権限を明確にし、組織的に損失の発生を未然に防止するようにしております。 

各部門の執行役員、部・室長は、自部門のリスクを把握し、未然防止に努め、発生の兆候があった場合等には、

適切な全社対応ができるように週１回の連絡会議において情報共有を図り、管理しております。 

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における役員報酬及び監査報酬の内容以下のとおりであります。 

役員報酬等の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬（従業員兼務取締役に対する従業員給与及び役員賞与を含む。また、当社には

社外取締役はおりません。） 

  取締役   72,111千円 

  監査役   10,650千円 

(5) 監査報酬の内容 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法第２条１項に規定する業務上に基づく報酬は19百万円であり、これ以

外の報酬はありません。 

(6) 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

(7) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

（2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日ま

で）及び当連結会計年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年

６月１日から平成18年５月31日まで）及び当事業年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで)の財務諸表につ

いて、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

(平成18年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   1,382,143 1,671,534 

２ 受取手形及び売掛金   390,635 332,035 

３ たな卸資産   724,295 703,726 

４ 繰延税金資産   45,224 36,997 

５ 前渡金   655,437 214,750 

６ その他   43,814 93,406 

貸倒引当金   △661 △532 

流動資産合計   3,240,891 69.3 3,051,918 66.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※１ 349,317 352,153   

減価償却累計額 87,461 261,855 102,135 250,017 

(2) 土地 ※１ 419,949 419,949 

(3) 映像マスター   1,283,679 1,513,109   

減価償却累計額   1,014,655 269,023 1,231,950 281,158 

(4) その他   214,417 168,640   

減価償却累計額   145,822 68,594 115,885 52,755 

有形固定資産合計   1,019,423 21.8 1,003,881 21.8

２ 無形固定資産   33,570 0.7 30,159 0.7

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※２ 68,134 201,617 

(2) 繰延税金資産   39,124 68,144 

(3) その他 ※２ 285,833 252,884 

貸倒引当金   △9,695 △8,167 

投資その他の資産合計   383,396 8.2 514,478 11.2

固定資産合計   1,436,390 30.7 1,548,520 33.7

資産合計   4,677,282 100.0 4,600,438 100.0 

          
 



   
前連結会計年度 

(平成18年５月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   282,129 414,250 

２ １年以内返済予定の長
期借入金 

※１ 32,904 25,888 

３ 未払金  208,482 178,257 

４ 未払法人税等  137,923 32,790 

５ 前受金  755,585 469,507 

６ 賞与引当金  6,732 9,487 

７ 役員賞与引当金  4,000 4,500 

８ その他  138,462 182,467 

流動負債合計  1,566,219 33.5 1,317,147 28.7

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※１ 25,888 － 

２ 連結調整勘定  12,018 － 

３ 負ののれん  － 6,009 

固定負債合計  37,906 0.8 6,009 0.1

負債合計  1,604,126 34.3 1,323,156 28.8

 (純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   658,500 701,400 

２ 資本剰余金   919,854 962,754 

３ 利益剰余金   1,494,356 1,651,248 

株主資本合計   3,072,711 65.7 3,315,403 72.0

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差
額金 

  444 △38,121 

  評価・換算差額等合計   444 0.0 △38,121 △0.8

純資産合計   3,073,155 65.7 3,277,281 71.2

負債純資産合計   4,677,282 100.0 4,600,438 100.0

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     5,439,528 100.0   5,546,779 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,653,508 85.6   4,936,438 89.0 

売上総利益     786,019 14.4   610,340 11.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   381,303 7.0   401,948 7.2 

営業利益     404,715 7.4   208,392 3.8 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   3,455     3,871     

２ 受取配当金   245     16     

３ 連結調整勘定償却額   6,009     －     

４ 負ののれん償却額   －     6,009     

５ 保険解約返戻金   1,737     29,777     

６ 設備使用料収入   9,228     10,114     

７ 補助金収入   －     700     

８ 賃貸料収入   16,906     24,773     

９ 為替差益   －     631     

10 その他   9,383 46,966 0.9 5,427 81,324 1.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   3,299     1,154     

２ 新株発行費   9,471     －     

３ 株式交付費   －     171     

４ 為替差損   810     －     

５ 事業組合出資損失   720     14,842     

６ 上場関連費用   11,139     －     

７ その他   1,131 26,573 0.5 1,230 17,398 0.3 

経常利益     425,108 7.8   272,317 4.9 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ －     703     

２ 貸倒引当金戻入益   6,533     4,129     

３ 投資有価証券売却益   22,310 28,843 0.5 － 4,832 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※３ 181     636     

２ 固定資産除却損 ※４ 779     2,425     

３ 減損損失 ※５ 19,650     4,255     

４ 出資金償却   26,659 47,272 0.8 － 7,317 0.1 

税金等調整前当期純利
益 

    406,679 7.5   269,833 4.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  175,507     98,936     

法人税等調整額   262 175,769 3.2 5,665 104,601 1.9 

当期純利益     230,909 4.3   165,231 3.0 

                



③【連結株主資本等変動計算書】 

    前連結会計年度 (自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

    当連結会計年度 (自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 純資産 

合計 
資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

 その他有価証

券評価差額金 

平成17年５月31日残高(千円) 378,850 531,914 1,272,197 2,182,962 278 2,183,240 

連結会計年度中の変動額             

新株の発行 279,650 387,940   667,590   667,590 

剰余金の配当     △6,250 △6,250   △6,250 

役員賞与の支給     △2,500 △2,500   △2,500 

当期純利益     230,909 230,909   230,909 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
        166 166 

連結会計年度中の変動額合計

(千円) 
279,650 387,940 222,159 889,749 166 889,915 

平成18年５月31日残高(千円) 658,500 919,854 1,494,356 3,072,711 444 3,073,155 

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 純資産 

合計 
資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

 その他有価証

券評価差額金 

平成18年５月31日残高(千円) 658,500 919,854 1,494,356 3,072,711 444 3,073,155 

連結会計年度中の変動額             

新株の発行 42,900 42,900   85,800   85,800 

剰余金の配当     △8,340 △8,340   △8,340 

当期純利益     165,231 165,231   165,231 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
        △38,565 △38,565 

連結会計年度中の変動額合計

(千円) 
42,900 42,900 156,891 242,691 △38,565 204,125 

平成19年５月31日残高(千円) 701,400 962,754 1,651,248 3,315,403 △38,121 3,277,281 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益   406,679 269,833

減価償却費   317,590 337,752

長期前払費用償却   3,104 3,259

連結調整勘定償却額   △6,009 －

負ののれん償却額   － △6,009

貸倒引当金の減少額   △6,533 △1,656

賞与引当金の増減額(減少:△)   △456 2,754

役員賞与引当金の増加額   4,000 500

受取利息及び受取配当金   △3,700 △3,887

保険解約返戻金   △1,737 △29,777

為替差益   △16 △101

支払利息   3,299 1,154

新株発行費   9,471 －

株式交付費   － 171

投資有価証券売却益   △22,310 －

固定資産売却益   － △703

固定資産売却損   181 636

固定資産除却損   779 2,425

事業組合出資損失   720 14,842

上場関連費用   11,139 －

出資金償却   26,659 －

減損損失   19,650 4,255

売上債権の減少額   121,636 58,600

たな卸資産の増減額(増加:△)   △17,724 20,568

仕入債務の増減額(減少:△)   △83,010 132,121

未払金の減少額   △118,064 △79,572

前受金の増減額(減少:△)   175,361 △286,078

前渡金の増減額(増加:△)   △562,827 440,687

未収消費税等の増減額(増加:△)   42,834 △3,020

未払消費税等の増加額   6,266 18,706

役員賞与の支払額   △2,500 －

その他   △26,162 △3,917

小計   298,323 893,544

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

利息及び配当金の受取額   2,299 4,106

利息の支払額   △3,384 △1,245

法人税等の支払額・還付額(支払:
△) 

  20,419 △224,656

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  317,657 671,747

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   △13,017 △13,020

定期預金の払戻による収入   10,008 13,017

有形固定資産の取得による支出   △654,241 △272,518

有形固定資産の売却による収入   673 3,626

無形固定資産の取得による支出   △11,238 △6,911

投資有価証券の取得による支出   △59,950 △228,200

投資有価証券の売却による収入   23,460 －

投資有価証券の償還による収入   50,000 49,950

貸付金の回収による収入   8,006 4,000

出資による支出   △55,344 △1,000

出資金の回収による収入   10,857 4

保険積立金の積立による支出   △30,282 △31,229

保険積立金の解約による収入   5,701 61,513

その他   △2,988 △6,078

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △718,356 △426,846

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

    短期借入による収入   300,000 －

    短期借入金の返済による支出   △300,000 －

長期借入金の返済による支出   △39,344 △32,904

株式の発行による収入   646,978 85,628

配当金の支払額   △6,250 △8,340

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  601,384 44,384

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   16 101

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   200,702 289,387

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,168,423 1,369,126

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,369,126 1,658,513

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ジーベック 

  

(1) 連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ジーベック 

  

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

Production I.G.,LLC. 

XEBEC ADVANCE CO.,LTD. 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

     同左 

  

  

  (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

  

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社 １社 

主要な会社の名称 

 amimo有限責任事業組合 

 なお、amimo有限責任事業組合は、

平成18年4月1日に出資したことによ

り持分法適用関連会社となりまし

た。 

(1) 持分法を適用した関連会社 ６社 

主要な会社の名称 

 amimo有限責任事業組合 

BLOOD+製作委員会 

他製作委員会４社 

 なお、当連結会計年度より「投資

事業組合に対する支配力基準及び影

響力基準の適用に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成18

年９月８日実務対応報告第20号）を

適用しており、製作委員会５社につ

いては、当連結会計年度より持分法

適用関連会社としております。 

  (2) 持分法を適用していない非連結子会

社(Production I.G.,LLC.、XEBEC AD

VANCE CO.,LTD.)及び関連会社㈱ガン

ジスは、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等からみて、連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

  

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

主要な非連結子会社の名称 

 Production I.G.,LLC. 

主要な関連会社の名称 

 株式会社ガンジス 

 (持分法を適用しない理由) 

 当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

  (3) 持分法適用会社のうち決算日が連結

決算日と異なる会社については、各

社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。 

(3)      同左 

 



項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社の決算日は、３月31日で

あります。 

  連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、４月１日から連結決

算日５月31日までの期間に発生した重

要な取引については、連結決算上必要

な調整を行っております。 

     同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

(イ)商品及び貯蔵品 

終仕入原価法 

ロ たな卸資産 

(イ)商品及び貯蔵品 

同左 

  (ロ)仕掛品 

個別法による原価法 

(ロ)仕掛品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります 

建物      ３～50年 

車両運搬具   ２～６年 

器具備品    ２～15年 

映像マスター    ２年 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  ロ 無形固定資産 

定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

イ 株式交付費 

同左  

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により、円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(5) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能額を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 連結子会社の従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当連結会計年度に見

合う分を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき当連結会

計年度に見合う分を計上しておりま

す。  

ハ 役員賞与引当金 

 同左 

(6) 重要なリースの処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

---------- イ ヘッジ会計の方法  

為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を行

っております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

ハ ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行

い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、ヘッジ対象取

引の通貨単位、取引金額及び決済期日

同一性について、社内管理資料に基づ

き有効性評価を行っております。  

(8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

---------- 

 



項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

７ のれんの償却に関する事

項 

----------  のれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。  

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が19,650千円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。  

---------- 

  

  

  

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度より企業会計基準4号「役員賞与に関

する会計基準」(平成17年11月29日企業会計基準委員会)

に基づき、役員に対する賞与の支給に充てるため、当該

支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を役員賞

与引当金として計上しております。 

 これにより当連結会計年度において販売費及び一般管

理費の役員賞与引当金繰入額が4,000千円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ

同額少なく計上されています。 

---------- 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は3,073百万円

であります。 

 なお、連結財務諸表等規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表等規則により作成しております。 

---------- 

---------- （売上計上基準） 

従来、制作売上高のうち国内においてテレビ放映さ

れるアニメ作品につきましては「放映基準」（作品が

初に放送媒体等により放映された時期に収益を認識

する方法）により売上計上しておりましたが、当連結

会計年度より「納品基準」による売上計上に変更して

おります。 

  この変更は、近年の地上波・衛星・有線・インター

ネット等の放送媒体の多様化により放映時期を確定す

ることが実務的に困難になっていること及びクライア

ント等による放映時期の変更が当社業績に影響を与え

ていることから、より適正な期間損益計算を図るため

に行なったものであります。 

この変更により、売上高は532,511千円増加し、売上

総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ4,036千円減少しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

 (連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「前渡金」(前連結会計年度92,610

千円)については、資産総額の100分の5超となったため、

当連結会計年度より区分掲載しております。 

 (連結貸借対照表関係) 

---------- 

    

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの小計区分前の「その他」に含めて表示しており

ました「前渡金の増加額」については、重要性が増した

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

---------- 

前連結会計年度 
(平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年５月31日) 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物 96,702 千円

土地 168,522   

計 265,225   

建物      91,769 千円

土地    168,522   

計 260,292   

 上記物件は、１年以内返済予定の長期借入金

29,384千円、長期借入金25,888千円の担保に供して

おります。 

 上記物件は、１年以内返済予定の長期借入金

25,888千円の担保に供しております。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式)  6,000 千円

「その他」(出資金) 45,257   

投資有価証券(株式)       6,000 千円

「その他」(出資金)     14,687   

「その他」(有価証券) 20,257   



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費 64,499  千円

役員報酬 73,440    

給料手当 66,992    

支払手数料 53,315    

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

360  

4,000  
  

広告宣伝費       67,022 千円

役員報酬        81,690   

給料手当        70,438   

支払手数料        62,952   

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

    502 

       4,500 
  

※２ ----------- ※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

有形固定資産「その他」 

(車両運搬具) 
   703 千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

有形固定資産「その他」 

(車両運搬具) 
181 千円

有形固定資産「その他」 

(車両運搬具) 
  636  千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

有形固定資産「その他」 

(車両運搬具及び器具備品) 
779  千円

有形固定資産「建物及び構築

物」 
 28 千円

有形固定資産「その他」 

(車両運搬具及び器具備品) 
   2,396 千円

 



前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。  

(減損損失を認識するに至った経緯) 

  上記の土地については、保養所として取得いたしまし

たが、現在は遊休資産としております。今後の利用計画

も無く、地価も著しく下落しているため、減損損失を認

識いたしました。 

 上記の映像マスターについては、版権収入の獲得を目

的として取得いたしましたが、２期連続で赤字となって

おります。今後、版権収入も見込めないため、減損損失

を認識いたしました。 

（資産のグルーピングの方法） 

 原則として事業別に区分し、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 土地については、回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、正味売却価額は路線価評価額等に基づき

算定しております。 

 また映像マスターについては、使用価値により測定し

ており、回収可能価額はゼロとして算定しております。

用途 種類 場所 金額(千円) 

 遊休 土地  
長野県北佐久

郡軽井沢町  
 6,404 

用途 種類 作品 金額(千円) 

 版権事業 映像マスター １作品   13,246 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。  

(減損損失を認識するに至った経緯) 

   上記の映像マスターについては、版権収入の獲得を目

的として取得いたしましたが、２期連続で赤字となって

おります。今後、版権収入も見込めないため、減損損失

を認識いたしました。 

（資産のグルーピングの方法） 

 原則として事業別に区分し、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 映像マスターについては、使用価値により測定してお

り、回収可能価額はゼロとして算定しております。 

用途 種類 作品 金額(千円) 

 版権事業 映像マスター １作品      4,255  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度 (自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

① 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）１．平成17年12月20日を払込期日とする有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)による増資によ

り1,400株増加しました。 

 ２．平成18年３月１日付をもって普通株式１株を３株に分割をしております。 

株式分割により、前期末株式数分は25,000株、増資分が2,800株増加しております。 

 ② 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

③ 配当に関する事項 

a. 配当金の支払 

b. 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

当連結会計年度 (自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

① 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加858株は、新株予約権の行使による増加であります。 

② 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

③ 配当に関する事項 

a. 配当金の支払 

b. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

前連結会計年度末 

株式数 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計年度末 

株式数 

(株) 

 発行済株式         

   普通株式（注）1,2 12,500 29,200 － 41,700 

     合計 12,500 29,200 － 41,700 

決議  株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成17年８月26日

定時株主総会  
普通株式 6,250千円 500円 平成17年５月31日  平成17年８月29日 

決議  株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年８月25日

定時株主総会  
普通株式 8,340千円 利益剰余金 200円 平成18年５月31日  平成18年８月28日 

  

前連結会計年度末 

株式数 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計年度末 

株式数 

(株) 

 発行済株式         

   普通株式 (注) 41,700 858 － 42,558 

     合計 41,700 858 － 42,558 

決議  株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年８月25日

定時株主総会  
普通株式 8,340千円 200円 平成18年５月31日  平成18年８月28日 

決議  株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成19年８月23日

定時株主総会  
普通株式 8,511千円 利益剰余金 200円 平成19年５月31日  平成19年８月24日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成18年５月31日) (平成19年５月31日) 

現金及び預金勘定 1,382,143 千円

計 1,382,143   

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△13,017   

現金及び現金同等物 1,369,126   

現金及び預金勘定 1,671,534 千円

計 1,671,534   

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△13,020   

現金及び現金同等物 1,658,513   



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

(有形固定資産) 
その他(器具備品) 

61,757 41,472 20,285

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

(有形固定資産) 
その他(器具備品)

62,222 17,171 45,050

 無形固定資産 5,843 162 5,681

合計 68,066 17,334 50,732

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,130千円

１年超 11,634千円

合計 20,764千円

１年内 20,582千円

１年超  30,792千円

合計  51,375千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 15,301千円

減価償却費相当額 14,386千円

支払利息相当額 781千円

支払リース料  13,548千円

減価償却費相当額   12,861千円

支払利息相当額    851千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 (自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券の内容 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

区  分  
取得原価 
(千円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 1,385 2,134 748 

売却額 (千円) 売却益の合計額 (千円) 売却損の合計額 (千円) 

 23,460 22,310 － 

区  分 連結貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券 

   早期償還条件付ユーロ円建債  49,950

非上場株式 10,050 

区  分 
１年以内 

(千円) 

１年超５年以内 

(千円) 

５年超10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

   早期償還条件付ユ

ーロ円建債 
－ － － 49,950 

合 計 － － － 49,950 



当連結会計年度 (自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない有価証券の内容 

３ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

当社グループは、為替予約取引を利用しております。 

(2)取引に対する取組方針 

当社グループは、基本的に外貨建取引の実需の動向に合わせ、為替予約取引を行っており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

(3)取引の利用目的 

当社グループは、外貨建金銭債権債務等に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取

引を行っております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

当社グループが、利用している為替予約取引は、為替相場の変動リスクを有しております。 

なお、当社グループの為替予約取引の契約は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

為替予約取引につていは、経理規程に則り管理を行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年５月31日) 

デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(平成19年５月31日) 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 1,103 1,433 329 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
株式 178,481 113,877 △64,604 

合計 179,585 115,310 △64,275 

区  分 連結貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券 

   早期償還条件付ユーロ円建債 50,000

その他の関係会社有価証券 20,257 

非上場株式 10,050 

区  分 
１年以内 

(千円) 

１年超５年以内 

(千円) 

５年超10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

   早期償還条件付ユ

ーロ円建債 
－ － － 50,000 

合 計 － － － 50,000 



（退職給付関係） 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産(流動)    

未払賞与否認 14,580千円

未払事業税 10,745  

未払金否認 9,281  

その他 10,617  

計 45,224  

繰延税金資産の純額 45,224  

繰延税金資産(流動)    

未払賞与否認 23,062千円

未払事業税 1,261  

未払金否認 6,665  

その他 6,007  

計 36,997  

繰延税金資産の純額 36,997  

繰延税金資産(固定)    

固定資産償却限度超過額 25,542千円

投資有価証券評価損 9,610  

貸倒引当金 3,971  

その他 2,910  

小計 42,034  

 評価性引当額 △2,605  

    計 39,429  

繰延税金負債(固定)    

その他有価証券評価差額金 △304千円

計 △304  

繰延税金資産の純額 39,124  

繰延税金資産(固定)    

固定資産償却限度超過額 38,315千円

その他有価証券評価差額金 26,153  

貸倒引当金 3,370  

その他 2,911  

小計 70,750  

 評価性引当額 △2,605  

    計 68,144  

繰延税金資産の純額 68,144  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.91  

受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目 
△0.01  

住民税均等割 0.32  

その他 △0.69  

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
43.22  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  
制作事業 
(千円) 

版権事業 
(千円) 

その他事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 4,414,223 923,748 101,556 5,439,528 － 5,439,528 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 4,414,223 923,748 101,556 5,439,528 － 5,439,528 

営業費用 4,118,018 537,447 117,597 4,773,063 261,748 5,034,812 

営業利益又は 

営業損失(△) 
296,204 386,300 △16,040 666,464 △261,748 404,715 

Ⅱ 資産、減価償却費 

   及び資本的支出 
            

資産 2,753,761 460,640 27,534 3,241,936 1,435,345 4,677,282 

減価償却費 43,116 264,671 － 307,787 9,802 317,590 

減損損失 － 13,246 － 13,246 6,404 19,650 

資本的支出 149,057 292,640 － 441,697 260,497 702,195 



当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 （注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な品目 

(1) 制作事業………劇場アニメ、ＴＶ・ビデオアニメ、ゲームその他。 

(2) 版権事業………ビデオ化権、商品化権、海外販売権等。 

(3) その他事業……ゲームソフト、音楽・映像ソフト、出版、キャラクターの商品販売等。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、前連結会計年度は261,748千円、当連結会計年度は278,493千円であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価

証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であり、前連結会計年度は1,435,345千円、当連結会計年度

は1,663,054千円であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計期間から、売上計

上基準を「放映基準」から「納品基準」に変更しております。 

この変更に伴い、前連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、制作事業の「売上高」は、532,511千

円増加し、「営業利益」は、4,036千円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  
制作事業 
(千円) 

版権事業 
(千円) 

その他事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 4,734,482 750,702 61,595 5,546,779 － 5,546,779 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 4,734,482 750,702 61,595 5,546,779 － 5,546,779 

営業費用 4,532,253 464,382 63,258 5,059,893 278,493 5,338,386 

営業利益又は 

営業損失(△) 
202,229 286,319 △1,663 486,885 △278,493  208,392 

Ⅱ 資産、減価償却費 

   及び資本的支出 
            

資産 2,505,457 417,220 14,706 2,937,384 1,663,054 4,600,438 

減価償却費 43,150 284,544 0 327,694 10,057 337,752 

減損損失 － 4,255 － 4,255 － 4,255 

資本的支出 28,094 305,993 － 334,088 1,009 335,098 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 （注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………フランス、スペイン 

(2) その他の地域……オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 （注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………フランス 

(2) その他の地域……オーストラリア、アジア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

該当事項はありません 

当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及びその決定方針 

市場価格を参考に一般取引条件と同様に決定しております。 

３．取引条件の変更及び連結財務諸表に与える影響 

変更はありません。 

  米国 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 585,560 2,401 341 588,303 

Ⅱ 連結売上高(千円) － － － 5,439,528 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
10.8 0.0 0.0 10.8 

  米国 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 145,575 28,413 769 174,758 

Ⅱ 連結売上高(千円) － － － 5,546,779 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
2.6 0.5 0.0 3.2 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

法人主要 

株主 
㈱電通 

東京都 

港区 
58,967 広告事業 

0.0 

 (11.7)
－ 

 アニメ

作品の販

売 

 アニメ作

品制作売上
350,500  前受金 105,000 



（ストック・オプション等関係） 

   前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

(注) 株式の数は、平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年３月22日をもって１株を２株に分割し、

さらに、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割してお

り、分割後の株式数に換算して記載しております。 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

       当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  (単位 : 株) 

(注) 株式の数は、平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年３月22日をもって１株を２株に分割し、

さらに、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割してお

り、分割後の株式数に換算して記載しております。 

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び数  当社及び当社子会社の取締役・監査役

８名  

当社及び当社子会社の従業員７名 

当社取引先の取締役 １名 

 

当社取引先 ９名 

 ストック・オプション数 (注)  普通株式 2,880株 普通株式 750株 

 付与日  平成16年９月17日 平成16年９月17日  

 権利確定条件  付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで継続して勤務しているこ

と。 

  

付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで、当社との取引先としての

地位を有し、かつ、取引関係が継続し

ていること。 

 対象勤務期間  付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

 権利行使期間  ８年間 (自 平成18年９月１日  

        至 平成26年８月29日)  

９年間 (自 平成17年９月１日  

        至 平成26年８月29日)  

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション 

 権利確定前 

  前連結会計年度末 

  付与 

   分割による増加 (注) 

  失効 

  権利確定  

  未確定残  

 権利確定後 

  前連結会計年度末 

  権利確定 

  分割による増加 (注) 

  権利行使 

   失効 

  

960 

－ 

1,920 

－ 

－ 

2,880 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

  

 270 

 － 

304 

 20 

  98 

 456 

  

 － 

 98 

196 

 － 

－ 

  未行使残 － 294 



② 単価情報 

  (単位 : 円) 

(注) 平成17年３月22日をもって１株を２株に分割しております。これに伴い、新株予約権の行使時の払込額は１株

につき、600,000円から300,000円に調整されております。さらに、平成18年３月１日をもって１株を３株に分

割しております。新株予約権の行使時の払込額は１株につき、300,000円から100,000円に調整されておりま

す。 

２. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

該当事項はありません。 

３. ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

該当事項はありません。 

４. 連結財務諸表への影響額 

該当事項はありません。 

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション 

 権利行使価格 (注) 100,000 100,000 

 行使時平均株価 － － 

 公正な評価単価 (付与日) － － 



   当連結会計年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

(注) 株式の数は、平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年３月22日をもって１株を２株に分割し、

さらに、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割してお

り、分割後の株式数に換算して記載しております。 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

       当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  (単位 : 株) 

(注) 株式の数は、平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年３月22日をもって１株を２株に分割し、

さらに、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割してお

り、分割後の株式数に換算して記載しております。 

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び数  当社及び当社子会社の取締役・監査役

８名  

当社及び当社子会社の従業員７名 

当社取引先の取締役 １名 

 

当社取引先 ９名 

 ストック・オプション数 (注)  普通株式 2,880株 普通株式 750株 

 付与日  平成16年９月17日 平成16年９月17日  

 権利確定条件  付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで継続して勤務しているこ

と。 

  

付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで、当社との取引先としての

地位を有し、かつ、取引関係が継続し

ていること。 

 対象勤務期間  付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

 権利行使期間  ８年間 (自 平成18年９月１日  

        至 平成26年８月29日)  

９年間 (自 平成17年９月１日  

        至 平成26年８月29日)  

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション  

権利確定前     

前連結会計年度末 2,880 456 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 1,644 114 

未確定残 1,236 342 

権利確定後     

前連結会計年度末 － 294 

権利確定 1,644 114 

権利行使 792 66 

失効 － － 

未行使残 852 342 



② 単価情報 

  (単位 : 円) 

(注) 平成17年３月22日をもって１株を２株に分割しております。これに伴い、新株予約権の行使時の払込額は１株

につき、600,000円から300,000円に調整されております。さらに、平成18年３月１日をもって１株を３株に分

割しております。新株予約権の行使時の払込額は１株につき、300,000円から100,000円に調整されておりま

す。 

２. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

該当事項はありません。 

３. ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

該当事項はありません。 

４. 連結財務諸表への影響額 

該当事項はありません。 

  ①平成16年ストック・オプション  ②平成16年ストック・オプション  

 権利行使価格 (注) 100,000 100,000 

 行使時平均株価 180,000 202,000 

 公正な評価単価 (付与日) － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

次へ 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 73,696円78銭       77,007円42銭 

１株当たり当期純利益金額 5,864円36銭      3,905円17銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

  

5,454円20銭 

 当社は、平成18年３月１日付で株式

１株につき３株の株式分割を行って

おります。 

 なお、株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

  58,153円08銭 

  １株当たり当期純利益金額 

7,462円29銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので記載しており

ません。 

  

     3,791円98銭 

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 連結損益計算書上の当期純利益(千円) 230,909 165,231 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

 普通株式に係る当期純利益(千円) 230,909 165,231 

 普通株式の期中平均株式数(株) 39,375 42,311 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額 － － 

 普通株式増加数(株) 2,962 1,263 

   うち新株予約権(株) 2,962 1,263 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

該当事項はありません。 平成19年７月４日開催の取締役会において、平成19年

11月１日をもって当社の商号を変更するとともに会社分

割による新設会社に主力事業を承継し、当社を持株会社

とする分社型新設会社分割と、平成19年12月１日をもっ

て持株会社と株式会社マッグガーデンの株主との間で株

式交換を行うことにより完全子会社とする基本合意書を

承認し、同日両社間で基本合意書を締結いたしました。 

１．持株会社体制への移行の目的 

当社とコミック専門出版社である株式会社マッグガ

ーデンは、平成18年11月17日に資本・業務提携に合意

し、提携関係を進めてまいりました。その間、当社企

画アニメーション作品のコミック化等の成果と企業風

土の合致が確認できました。今後、両社の経営資源を

補完しながら更に密接な関係を構築することで、企業

グループとしての業績の向上を図ってまいります。 

２．持株会社体制の内容 

当社の主力事業を会社分割による新設会社「株式会

社プロダクション・アイジー」に承継し、当社を「株

式会社ＩＧポート」に商号変更、新設会社と「株式会

社ジーベック」を完全子会社とする持株会社に移行い

たします。その後「株式会社マッグガーデン」を株式

交換により当社（持株会社）の完全子会社とするもの

です。 

(1) 会社分割 

① 新設分割の日程 

分割計画書承認取締役会   平成19年７月13日 

分割計画書承認定時株主総会 平成19年８月23日 

商号変更          平成19年11月１日予定

分割の効力発生日      平成19年11月１日予定

② 分割の方法 

新設会社株式会社プロダクション・アイジーに主事

業を承継する分社型新設分割方式によります。 

③ 分割により減少する資本金等 

資本金の減少は予定しておりません。 

④ 新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、継続する事業に必要となる別途分割計

画書に定める分割期日における当社の資産、負債及び

権利義務を承継いたします。 

⑤ 新設会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社プロダクション・アイジー 

事業内容  アニメーションの企画制作及び版権事業 

会社規模  資本金10百万円（予定） 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (2)株式交換について 

①株式交換の日程 

株式交換契約書承認取締役会 平成19年７月13日 

株式交換契約書の締結    平成19年７月13日 

株式交換効力発生日     平成19年12月１日予定

② 株式交換の方法 

会社法第796条第3項に定める簡易株式交換により、

株主総会の承認を得ない方法によります。 

③ 株式交換比率 

株式会社マッグガーデン普通株式１株に対し当社普

通株式0.5株を割当交付いたします。 

④ 株式交換する会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社マッグガーデン 

事業内容  コミックの出版及びライセンス事業 

会社規模  資本金 540百万円 

会社名 
㈱ＩＧポート ㈱マッグガーデン

(完全親会社)  (完全子会社)  

株式交換比率 1 0.5 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

１年以内に返済予定の長期借入金 32,904 25,888 2.8 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。) 
25,888 ― ― ― 

合計 58,792 25,888 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     971,355     1,183,549   

２ 受取手形     －     12,600   

３ 売掛金     338,014     270,009   

４ 商品     3,159     2,459   

５ 仕掛品     512,032     514,394   

６ 貯蔵品     1,771     2,021   

７ 前渡金 ※１   744,607     243,777   

８ 前払費用     14,683     11,683   

９ 繰延税金資産     39,727     34,509   

10 未収入金     －     46,225   

11 その他     18,937     4,167   

貸倒引当金     △311     △210   

流動資産合計     2,643,978 65.2   2,325,188 60.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※２ 337,505     338,406     

減価償却累計額   84,871 252,634   98,211 240,194   

(2) 構築物   2,827     2,827     

減価償却累計額   111 2,716   465 2,362   

(3) 車両運搬具   11,407     10,378     

減価償却累計額   5,314 6,092   4,289 6,088   

(4) 器具備品   117,549     74,750     

減価償却累計額   82,516 35,033   50,648 24,102   

(5) 土地 ※２   419,949     419,949   

(6) 映像マスター   972,259     1,136,955     

減価償却累計額   760,483 211,776   934,986 201,968   

(7)映像マスター仮勘定     11,928     34,979   

有形固定資産合計     940,130 23.2   929,645 24.0 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     30,463     24,650   

(2) 電話加入権     1,797     1,797   

無形固定資産合計     32,261 0.8   26,447 0.7 

 



   
前事業年度 

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

３ 投資その他の資産     

(1)  投資有価証券   2,184 115,360 

(2)  その他の関係会社有
価証券 

  － 20,257 

(3)  関係会社株式   212,546 212,546 

(4)  出資金   28,279 22,221 

(5)  関係会社出資金   45,257 14,687 

(6)  長期貸付金   4,000 － 

(7)  長期前払費用   6,317 6,857 

(8)  繰延税金資産   22,193 59,127 

(9)  保険積立金   102,844 117,767 

 (10）差入保証金   19,544 22,012 

貸倒引当金   △4,000 － 

投資その他の資産合計   439,167 10.8 590,837 15.3

固定資産合計   1,411,559 34.8 1,546,930 40.0

資産合計   4,055,537 100.0 3,872,118 100.0 

          

 



  
前事業年度 

(平成18年５月31日) 
当事業年度 

(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金  ※１   186,315     219,769   

２ １年以内返済予定の長
期借入金 

※２   29,384     25,888   

３ 未払金     194,436     148,271   

４ 未払費用     83,752     98,562   

５ 未払法人税等     132,129     32,790   

６ 未払消費税等     7,662     33,222   

７ 前受金     748,370     465,254   

８  預り金     9,641     13,252   

９ 役員賞与引当金     4,000     4,500   

10 その他     50     401   

流動負債合計     1,395,743 34.4   1,041,912 26.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   25,888     －   

固定負債合計     25,888 0.7   － － 

負債合計     1,421,631 35.1   1,041,912 26.9 

 (純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     658,500 16.2   701,400 18.1 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   949,901     992,801     

資本剰余金合計     949,901 23.4   992,801 25.7 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   2,452     2,452     

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   140,000     140,000     

繰越利益剰余金   882,608     1,031,673     

利益剰余金合計     1,025,060 25.3   1,174,126 30.3 

株主資本合計     2,633,462 64.9   2,868,327 74.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    444     △38,121   

 評価・換算差額等合計     444 0.0   △38,121 △1.0 

純資産合計     2,633,906 64.9   2,830,205 73.1 

負債純資産合計     4,055,537 100.0   3,872,118 100.0 

                



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 制作収入   4,124,067 4,690,938   

２ 版権収入   711,399 648,659   

３ その他収入   79,268 4,914,735 100.0 44,835 5,384,433 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   

１ 制作収入売上原価 3,725,338 4,354,803   

２ 版権収入売上原価 475,003 409,831   

３ その他売上原価 88,046 4,288,388 87.3 41,382 4,806,017 89.3

売上総利益 626,347 12.7 578,416 10.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 328,904 6.6 354,061 6.6

営業利益 297,442 6.1 224,354 4.2

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息   203 593   

２ 受取配当金   245 16   

３ 保険解約返戻金 1,737 2,608   

４ 設備使用料収入   9,228 10,114   

５ 賃借料収入   16,906 24,773   

６ 還付加算金   4,302 －   

７ 補助金収入   － 700   

８ 為替差益   － 637   

９ 雑収入   4,376 36,999 0.7 5,311 44,755 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   3,136 1,144   

２ 新株発行費   9,471 －   

３ 株式交付費   － 171   

４ 為替差損   810 －   

５ 上場関連費用   11,139 －   

６ 事業組合出資損失    720 14,842   

７ 雑損失   31 25,309 0.5 17 16,175 0.3

経常利益   309,133 6.3 252,934 4.7

 



   
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※３ － 644   

２ 投資有価証券売却益  22,310 －   

３ 貸倒引当金戻入益  5,151 27,461 0.6 4,101 4,745 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※４ 126 636   

２ 固定資産除却損 ※５ 543 2,338   

３ 減損損失  ※６ 19,650 4,255   

４ 出資金償却   26,659 46,981 1.0 － 7,230 0.1

税引前当期純利益   289,613 5.9 250,450 4.7

法人税、住民税及び事
業税 

  136,099 98,302   

法人税等調整額   △9,145 126,954 2.6 △5,257 93,045 1.7

当期純利益   162,659 3.3 157,405 2.9

          



売上原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 制作収入原価       

１ 材料費   17,011 0.5 21,344 0.5

２ 労務費   401,179 10.5 432,843 9.8

３ 経費   3,396,768 89.0 3,957,176 89.7

(うち外注加工費)   (3,196,049) (3,716,301)

当期総製造費用   3,814,958 100.0 4,411,365 100.0 

期首仕掛品たな卸高   463,934 509,565 

合計   4,278,893 4,920,930 

他勘定振替高 ※１ 43,990 54,753 

期末仕掛品たな卸高   509,565 511,373 

差引   3,725,338 4,354,803 

当期制作収入売上原価   3,725,338 4,354,803 

Ⅱ 版権収入原価     

版権原価   475,003 409,831 

版権収入売上原価   475,003 409,831 

Ⅲ その他収入原価     

その他収入原価   88,046 41,382 

その他収入売上原価   88,046 41,382 

当期売上原価   4,288,388 4,806,017 

        

    

原価計算の方法 
 製造原価の計算は、個別原価計算
の方法により、実際原価により集計
されております。 

原価計算の方法 
同左 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

ソフトウェア開発費 3,527千円

販売費及び一般管理費へ振替 40,463 

販売費及び一般管理費へ振替 54,753千円

    



③【株主資本等変動計算書】 

          前事業年度 (自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 

株 主 資 本 

資本金  

資 本 剰 余 金  利 益 剰 余 金     

株主 

資本 

合計 

資本 

準備金  

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金  

その他利益剰余金  
利益 

剰余金 

合計  

別途 

積立金  

繰越 

利益 

剰余金 

平成17年5月31日残

高(千円) 
378,850 561,961 561,961 2,452 140,000 728,699 871,151 1,811,962

事業年度中の変動

額 
               

新株の発行 279,650 387,940 387,940         667,590

剰余金の配当           △6,250 △6,250 △6,250

役員賞与の支給           △2,500 △2,500 △2,500

当期純利益           162,659 162,659 162,659

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額) 

               

事業年度中の変動

額合計(千円) 
279,650 387,940 387,940 － － 153,909 153,909 821,499

平成18年5月31日残

高(千円) 
658,500 949,901 949,901 2,452 140,000 882,608 1,025,060 2,633,462

 

評価・換算差額等  

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・ 

換算差額 

等 

合計 

平成17年5月31日残

高(千円) 
278 278 1,812,240

事業年度中の変動

額 
     

新株の発行     667,590

剰余金の配当     △6,250

役員賞与の支給     △2,500

当期純利益     162,659

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額) 

166 166 166

事業年度中の変動

額合計(千円) 
166 166 821,665

平成18年5月31日残

高(千円) 
444 444 2,633,906



          当事業年度 (自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

 

株 主 資 本 

資本金  

資 本 剰 余 金  利 益 剰 余 金     

株主 

資本 

合計 

資本 

準備金  

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金  

その他利益剰余金  
利益 

剰余金 

合計  

別途 

積立金  

繰越 

利益 

剰余金 

平成18年5月31日残

高(千円) 
658,500 949,901 949,901 2,452 140,000 882,608 1,025,060 2,633,462

事業年度中の変動

額 
               

新株の発行 42,900 42,900 42,900         85,800

剰余金の配当           △8,340 △8,340 △8,340

当期純利益           157,405 157,405 157,405

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額) 

               

事業年度中の変動

額合計(千円) 
42,900 42,900 42,900 － － 149,065 149,065 234,865

平成19年5月31日残

高(千円) 
701,400 992,801 992,801 2,452 140,000 1,031,673 1,174,126 2,868,327

 

評価・換算差額等  

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・ 

換算差額 

等 

合計 

平成18年5月31日残

高(千円) 
444 444 2,633,906

事業年度中の変動

額 
     

新株の発行     85,800

剰余金の配当     △8,340

当期純利益     157,405

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額) 

△38,565 △38,565 △38,565

事業年度中の変動

額合計(千円) 
△38,565 △38,565 196,299

平成19年5月31日残

高(千円) 
△38,121 △38,121 2,830,205



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しておりま

す。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品及び貯蔵品 

 終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

(1) 商品及び貯蔵品 

同左 

  (2) 仕掛品 

 個別法による原価法を採用してお

ります。 

(2) 仕掛品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法)を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物       ３～50年 

車両運搬具    ２～６年 

器具備品     ２～15年 

映像マスター     ２年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

(1) 株式交付費 

同左 

 



項目 
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能額を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき当事業年度に

見合う分を計上しております。  

(2) 役員賞与引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ 重要なヘッジ会計の方法 ----------  (1) ヘッジ会計の方法  

為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を行

っております。 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

(3) ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行

い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、ヘッジ対象取

引の通貨単位、取引金額及び決済期日

同一性について、社内管理資料に基づ

き有効性評価を行っております。 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号)を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が19,650千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

---------- 

  

  

  

  

 (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度より企業会計基準4号「役員賞与に関する

会計基準」(平成17年11月29日企業会計基準委員会)に基

づき、役員に対する賞与の支給に充てるため、当該支給

見込額に基づき当事業年度に見合う分を役員賞与引当金

として計上しております。 

 これにより当事業年度において販売費及び一般管理費

の役員賞与引当金繰入額が4,000千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ同額少な

く計上されています。 

  

---------- 

  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,633百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

---------- 

  

---------- 

  

 （売上計上基準） 

従来、制作売上高のうち国内においてテレビ放映さ

れるアニメ作品につきましては「放映基準」（作品が

初に放送媒体等により放映された時期に収益を認識

する方法）により売上計上しておりましたが、当事業

年度より「納品基準」による売上計上に変更しており

ます。 

  この変更は、近年の地上波・衛星・有線・インター

ネット等の放送媒体の多様化により放映時期を確定す

ることが実務的に困難になっていること及びクライア

ント等による放映時期の変更が当社業績に影響を与え

ていることから、より適正な期間損益計算を図るため

に行ったものであります。 

  この変更により、売上高は426,296千円増加し、売上

総利益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ7,173千円減少しております。 

   



表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

----------  (貸借対照表関係) 

 1.未収入金 

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において、資産総額の100

分の１を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前期末の「未収入金」は9,255千円であります。

 2.その他の関係会社有価証券 

当事業年度より「有限責任事業組合及び合同会社に対

する出資者の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年9月8日 実務対応報告第21

号）を適用しております。これにより、前事業年度まで

投資その他の資産の「関係会社出資金」として表示して

おりましたＬＬＣに対する持分(20,257千円)は、当事業

年度より「その他の関係会社有価証券」として表示して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度 
(平成19年５月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

前渡金 89,169千円

買掛金 9,069  

前渡金 29,027千円

買掛金 30,843  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 96,702千円

土地 168,522  

計 265,225  

建物 91,769千円

土地 168,522  

計 260,292  

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

１年内返済予定の長期借入金 29,384千円

長期借入金 25,888  

計 55,272  

１年内返済予定の長期借入金 25,888千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上原価 900,002千円 売上原価 1,218,319千円

※２ 販売管理費に属する費用のおおよその割合は  

20.5％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は79.5％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売管理費に属する費用のおおよその割合は  

21.3％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は78.7％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 62,088千円

役員報酬 51,960  

給料手当 59,372  

支払手数料 51,723  

減価償却費 9,274  

役員賞与引当金繰入額 4,000  

広告宣伝費 66,584千円

役員報酬 60,210  

給料手当 62,774  

支払手数料 60,655  

減価償却費 9,702  

役員賞与引当金繰入額 4,500  

※３ ----------- ※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 644千円

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 126千円 車両運搬具 636千円

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品 543千円 建物 28千円

車両運搬具 28千円

器具備品 2,281千円

 



前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

※６ 減損損失の内容は、次のとおりであります。  ※６ 減損損失の内容は、次のとおりであります。  

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

  

  (減損損失を認識するに至った経緯) 

  上記の土地については、保養所として取得いたしました

が、現在は遊休資産としております。今後の利用計画も無

く、地価も著しく下落しているため、減損損失を認識いた

しました。 

  上記の映像マスターについては、版権収入の獲得を目的

として取得いたしましたが、２期連続で赤字となっており

ます。今後、版権収入も見込めないため、減損損失を認識

いたしました。 

 （資産のグルーピングの方法） 

  原則として事業別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピングし

ております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

  土地については、回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、正味売却価額は路線価評価額等に基づき算定

しております。 

  また映像マスターについては、使用価値により測定して

おり、回収可能価額はゼロとして算定しております。 

用途 種類 場所 金額(千円) 

 遊休 土地  
長野県北佐久

郡軽井沢町  
 6,404 

用途 種類 作品  金額(千円) 

 版権事業 映像マスター １作品  13,246 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

  (減損損失を認識するに至った経緯) 

  上記の映像マスターについては、版権収入の獲得を目的

として取得いたしましたが、２期連続で赤字となっており

ます。今後、版権収入も見込めないため、減損損失を認識

いたしました。 

 （資産のグルーピングの方法） 

  原則として事業別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピングし

ております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

  映像マスターについては、使用価値により測定してお

り、回収可能価額はゼロとして算定しております。 

用途 種類 作品  金額(千円) 

 版権事業 映像マスター １作品    4,255  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度(平成18年５月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度(平成19年５月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

(有形固定資産) 
 器具備品 

56,117 39,099 17,017

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

(有形固定資産) 
 器具備品 

51,175 11,544 39,630

無形固定資産 5,843 162 5,681

合計 57,019 11,707 45,312

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7,520千円

１年超 9,890千円

合計 17,411千円

１年以内   17,154千円

１年超   28,664千円

合計   45,819千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 13,423千円

減価償却費相当額 12,640千円

支払利息相当額 606千円

支払リース料   10,075千円

減価償却費相当額  9,607千円

支払利息相当額    581千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成18年５月31日) 

当事業年度 
(平成19年５月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産(流動)    

未払賞与 14,580千円

未払金否認 6,494  

未払事業税 10,189  

その他 8,463  

計 39,727  

繰延税金資産の純額 39,727  

     

繰延税金資産(固定)    

固定資産償却限度超過額 20,565千円

貸倒引当金 1,627  

その他 2,910  

小計 25,103  

評価性引当金  △2,605  

計  22,498  

繰延税金負債(固定)    

その他有価証券評価差額金 △304千円

計 △304  

繰延税金資産の純額 22,193  

繰延税金資産(流動)    

未払賞与 19,135千円

未払金否認 6,665  

未払事業税 3,150  

その他 5,558  

計 34,509  

繰延税金資産の純額 34,509  

     

繰延税金資産(固定)    

固定資産償却限度超過額 32,668千円

その他有価証券評価差額金 26,153  

その他 2,911  

小計 61,733  

評価性引当金  △2,605  

計  59,127  

繰延税金資産の純額 59,127  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.69％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.55  

受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目 
△0.02  

住民税均等割 0.38  

その他 0.24  

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
43.84  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.69％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.52  

住民税均等割 1.84  

更生税額等 △3.56  

役員賞与引当金損金不算入 0.73  

評価性引当増減額 △4.61  

その他 0.54  

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
37.15  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 63,163円22銭   66,502円32銭 

１株当たり当期純利益金額 4,131円03銭      3,720円20銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 

 3,842円10銭 

 当社は、平成18年３月１日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 

           48,259円76銭 

  １株当たり当期純利益金額 

                     5,826円20銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権の残高はありますが、当社株式は

非上場であるため、期中平均株価が

把握できませんので記載しておりま

せん。 

      3,612円37銭 

  

項目 
前事業年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり当期純利益金額      

 損益計算書上の当期純利益(千円) 162,659 157,405 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

 普通株式に係る当期純利益(千円) 162,659 157,405 

 普通株式の期中平均株式数(株) 39,375 42,311 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額 － － 

 普通株式増加数(株) 2,962 1,263 

   うち新株予約権(株) 2,962 1,263 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

該当事項はありません。 平成19年７月４日開催の取締役会において、平成19年

11月１日をもって当社の商号を変更するとともに会社分

割による新設会社に主力事業を承継し、当社を持株会社

とする分社型新設会社分割と、平成19年12月１日をもっ

て持株会社と株式会社マッグガーデンの株主との間で株

式交換を行うことにより完全子会社とする基本合意書を

承認し、同日両社間で基本合意書を締結いたしました。 

１．持株会社体制への移行の目的 

当社とコミック専門出版社である株式会社マッグガ

ーデンは、平成18年11月17日に資本・業務提携に合意

し、提携関係を進めてまいりました。その間、当社企

画アニメーション作品のコミック化等の成果と企業風

土の合致が確認できました。今後、両社の経営資源を

補完しながら更に密接な関係を構築することで、企業

グループとしての業績の向上を図ってまいります。 

２．持株会社体制の内容 

当社の主力事業を会社分割による新設会社「株式会

社プロダクション・アイジー」に承継し、当社を「株

式会社ＩＧポート」に商号変更、新設会社と「株式会

社ジーベック」を完全子会社とする持株会社に移行い

たします。その後「株式会社マッグガーデン」を株式

交換により当社（持株会社）の完全子会社とするもの

です。 

(1) 会社分割 

① 新設分割の日程 

分割計画書承認取締役会   平成19年７月13日 

分割計画書承認定時株主総会 平成19年８月23日 

商号変更          平成19年11月１日予定

分割の効力発生日      平成19年11月１日予定

② 分割の方法 

新設会社株式会社プロダクション・アイジーに主事

業を承継する分社型新設分割方式によります。 

③ 分割により減少する資本金等 

資本金の減少は予定しておりません。 

④ 新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、継続する事業に必要となる別途分割計

画書に定める分割期日における当社の資産、負債及び

権利義務を承継いたします。 

⑤ 新設会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社プロダクション・アイジー 

事業内容  アニメーションの企画制作及び版権事業 

会社規模  資本金10百万円（予定） 

 



前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

  (2)株式交換について 

①株式交換の日程 

株式交換契約書承認取締役会 平成19年７月13日 

株式交換契約書の締結    平成19年７月13日 

株式交換効力発生日     平成19年12月１日予定

② 株式交換の方法 

会社法第796条第3項に定める簡易株式交換により、

株主総会の承認を得ない方法によります。 

③ 株式交換比率 

株式会社マッグガーデン普通株式１株に対し当社普

通株式0.5株を割当交付いたします。 

④ 株式交換する会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社マッグガーデン 

事業内容  コミックの出版及びライセンス事業 

会社規模  資本金 540百万円 

会社名 
㈱ＩＧポート ㈱マッグガーデン

(完全親会社)  (完全子会社)  

株式交換比率 1 0.5 



④【附属明細表】 

   【有価証券明細表】 

【株式】 

  【有形固定資産等明細表】 

  （注）  「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

     当期増減額のうち、主なものは次のとおりであります。 

 映像マスター  増加   「シュヴァリエ」への出資         64,224千円 

                 増加   「BLOOD+」への出資                44,430千円  

 器具備品       減少   仕上げペイントシステム機器の除却     7,562千円  

         減少   編集機器の除却                   7,250千円  

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱マッグガーデン 2,250 113,625 

その他４銘柄 205 1,735 

計 2,455 115,360 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

建物 337,505 1,160 260 338,406 98,211 13,571 240,194 

構築物 2,827 － － 2,827 465 353 2,362 

車両運搬具 11,407 5,546 6,575 10,378 4,289 2,689 6,088 

器具備品 117,549 3,508 46,308 74,750 50,648 12,158 24,102 

土地 419,949 － － 419,949 － － 419,949 

映像マスター 972,259 242,950 78,254 1,136,955 934,986 241,752 201,968 

      (4,255)          

映像マスター仮勘定 11,928 174,436 151,385 34,979 － － 34,979 

有形固定資産計 1,873,426 427,602 282,783 2,018,246 1,088,600 270,525 929,645 

      (4,255)          

無形固定資産               

ソフトウェア 65,576 3,172 16,311 52,437 27,787 8,986 24,650 

電話加入権 1,797 － － 1,797 － － 1,797 

無形固定資産計 67,374 3,172 16,311 54,234 27,787 8,986 26,447 

長期前払費用 13,262 2,584 － 15,846 8,989 2,044 6,857 



  【引当金明細表】 

 (単位：千円)

 （注）貸倒引当金の当期減少額は、洗替えによるものであります。 

区分 
前期末残高 

  
当期増加額 

  

当期減少額 
(目的使用) 

  

当期減少額 
(その他) 

  

当期末残高 
  

貸倒引当金 4,311 210 － 4,311 210 

役員賞与引当金 4,000 4,500 4,000 － 4,500 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額(千円) 

現金 1,413 

預金   

当座預金 934 

普通預金 1,171,188 

定期預金 10,012 

計 1,182,136 

合計 1,183,549 

相手先 金額(千円) 

㈱東北新社 75,883 

㈱アサツー ディ・ケイ 55,168 

MANGA Ent. Inc 36,000 

㈱小学館プロダクション 31,710 

バンダイビジュアル㈱ 20,008 

その他 43社 51,239 

合計 270,009 

前期繰越高 

(千円) 

当期発生高 

(千円) 

当期回収高 

(千円) 

次期繰越高 

(千円) 
回収率(％) 滞留期間(日) 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

338,014 893,290 961,295 270,009 78.1 124.2 



ｃ 商品 

ｄ 仕掛品 

ｅ 貯蔵品 

        ｆ 前渡金 

ｇ 関係会社株式 

品名 金額(千円) 

タチコマ グッズ 1,133 

ＩＧ グッズ 787 

その他 539 

合計 2,459 

品名 金額(千円) 

劇場アニメ 261,124 

テレビ・ビデオアニメ 214,711 

ゲーム・その他 38,558 

合計 514,394 

品名 金額(千円) 

原画、動画用紙他 2,021 

合計 2,021 

相手先 金額(千円) 

㈱トランスアーツ 204,750 

㈱ジーベック 29,027 

㈲八八粍 10,000 

合計 243,777 

銘柄 金額(千円) 

(子会社株式)   

㈱ジーベック 206,546 

(関連会社株式)   

㈱ガンジス 6,000 

合計 212,546 



② 負債の部 

ａ 買掛金 

ｂ 前受金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額(千円) 

㈲エム・エス・シー 31,455 

㈱ジーベック 30,843 

㈱ピーエーワークス 11,046 

㈲フォニシア 10,992 

㈱トランス・アーツ 8,030 

その他  76社 127,401 

合計 219,769 

相手先 金額(千円) 

エイベックス・エンタテイメント㈱ 163,800 

㈱電通 105,000 

キングレコード㈱ 78,750 

㈱東北新社 50,505 

㈱テレビ東京メディアネット 40,950 

その他 ２件 26,249 

合計 465,254 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ６月１日から５月31日まで 

定時株主総会 毎営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ５月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

剰余金の配当の基準日 
11月30日 

   ５月31日 

１単元の株式数 ─ 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託手数料に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

   公告掲載URL  http://www.production-ig.co.jp/company/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）半期報告書 

（第18期中）（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日）平成19年２月23日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成19年７月５日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号、同項６号の２、及び同項７号の規定に基づく臨時報

告書であります。 

(3）臨時報告書の訂正報告書 

 平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

平成19年７月５日に提出した臨時報告書の訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年８月25日 

株式会社プロダクション・アイジー      

取  締  役  会  御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 永  田  高  士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀬  戸     卓  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社プロダクション・アイジー及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準の適用が認められることと

なったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年８月23日 

株式会社プロダクション・アイジー      

取  締  役  会  御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 永  田  高  士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀬  戸     卓  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社プロダクション・アイジー及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年７月４日開催の取締役会において、会社分割により新設会

社へ主力事業を継承し、持株会社体制へ移行すること、及び株式会社マッグガーデンを株式交換により完全子会社とする

ことを決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年８月25日 

株式会社プロダクション・アイジー      

取  締  役  会  御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 永  田  高  士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀬  戸     卓  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロダクション・アイジーの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準の適用が認められることとなっ

たため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年８月23日 

株式会社プロダクション・アイジー      

取  締  役  会  御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 永  田  高  士  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀬  戸     卓  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロダクション・アイジーの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年７月４日開催の取締役会において、会社分割により新設会

社へ主力事業を継承し、持株会社体制へ移行すること、及び株式会社マッグガーデンを株式交換により完全子会社とする

ことを決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 
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